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民間競争入札実施要項（案） 

 
事業案件名：中国若手行政官等長期育成支援事業 

 

 

１．趣旨  

  

競争の導入による公共サービス改革に関する法律（平成 18 年法律

第 51 号。以下「法」という。）に基づく競争の導入による公共サー

ビスの改革については，公共サービスによる利益を享受する国民の

立場に立って，公共サービス全般について不断の見直しを行い，そ

の実施について，透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工

夫を適切に反映させることにより，国民のため，良質かつ低廉な公

共サービスを実現することを目指すものである。 

 前記を踏まえ，外務省は，公共サービス改革基本方針（平成 29 年

７月 11 日閣議決定。）別表において，民間競争入札の対象として選

定された中国若手行政官等長期育成支援事業（以下「対象事業」と

いう。）について，公共サービス改革基本方針に従って，中国若手行

政官等長期育成支援事業に関する官民競争入札実施要項（以下「実

施要項」という。）を定めるものとする。 

 

 

 

２．対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保され

るべき対象公共サービスの質に関する事項 

（法第 14 条第２項第１号） 

 

（１）対象公共サービスの詳細な内容 

ア 対象業務の概要 

 本事業は，中国の優秀な若手行政官等を我が国大学（修士課程 

等）に原則２年間留学生として受け入れることを通じて，親日派・

知日派を育成し，政府レベルにおける相互理解の増進を図るもの

であり，平成 24 年度より実施している（平成 14 年度から 23 年度

までは「人材育成支援無償事業」（ODA 事業）として実施）。１事業

が４年間のサイクルで構成されており，１年目は留学生の選考，

２年目及び３年目は留学生の受入れ，４年目は帰国後の同窓会活

動の支援等を実施。 

 

イ 対象業務の目的及び目標 

  中国政府は，国内の体制改革に関し，行政管理体制の改革，独 

占業種の改革，財政・税制及び金融の改革，近代的市場システム
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の整備を重要政策とし，対外開放に関しては，輸出競争力の強化，

公平な貿易政策の整備等を重点テーマとして挙げ，経済体制改革

を重要政策として位置付けている。一方，我が方政府は，経済秩

序の維持，経済関連法令の整備等に主眼を置いたガバナンス強化

を重点とし，これらに資する人材育成・制度整備の観点から協力

を行ってきた。 

中国若手行政官等長期育成支援事業は，こうした取組に貢献す

るため，中国の優秀な若手行政官等を我が国大学（修士課程等）

に原則２年間留学生として受け入れ，中国政府内に親日派・知日

派を育成することにより，日中両国間の政府レベルでの相互理解

の増進に寄与することを目的としている。 

民間事業者においては，日本政府が掲げる上記目的の達成に向

け，中国の若手行政官等が学位の取得のみならず，語学や日本の

文化・経済・社会等をより深く理解することができるプログラム

を企画・運営することを目的とする。 

 

ウ 対象業務の内容 

(ア)実施期間 

  平成 31 年４月～平成 35 年３月（予定） 

   ※日本への留学期間は平成 32 年９月から原則２年間。 

(イ)対象者 

中国中央政府及び地方政府の若手行政官 27 名（当初予定） 

(ウ)本事業における意思決定機関 

  本事業においては在中国日本国大使館及び中華人民共和国商務 

部から構成される現地運営委員会を意思決定機関とする。 

(エ)各年度の業務概要 

  ※詳細は別紙３（事業実施内容）参照 

 （Ａ）平成 31 年度（平成 31 年４月～平成 32 年３月） 

  ・事業実施方針の策定のための提案 

  ・受入大学との調整 

  ・留学生の募集選考 

・大学への出願手続 

 

 （Ｂ）平成 32 年度（平成 32 年４月～平成 33 年３月） 

・留学生の来日に係る手配 

・来日前の日本語研修の実施 

・来日前及び来日後のオリエンテーション及び生活基盤整備 

  ・留学生と日本側省庁関係者との交流活動の実施 

  ・留学生に対する奨学金支給 

  ・大学への学費等支給 

  ・留学生に対するモニタリング・突発事態対応 
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 （Ｃ）平成 33 年度（平成 33 年４月～平成 34 年３月） 

・留学生に対する奨学金支給 

  ・大学への学費等支給 

  ・留学生に対するモニタリング・突発事態対応 

  ・中国側協力パートナーによる留学状況視察の手配 

・留学生の帰国に係る手配 

  ・帰国報告会の実施 

  ・同窓会活動のサポート 

 

 （Ｄ）平成 34 年度（平成 34 年４月～平成 35 年３月） 

  ・留学生に対する奨学金支給 

  ・大学への学費等支給 

・留学生に対するモニタリング・突発事態対応 

  ・留学生の帰国に係る手配 

  ・帰国報告会の実施  

  ・同窓会活動のサポート 

 

(オ)成果物等 

年度ごとに業務が終了した後，外務省に対して速やかに完了 

報告書２部（留学生の学業・生活面の状況報告を含む。）を提出 

し，業務の終了について外務省に通知する。 

 

(カ)会計報告書の作成 

年度ごとに会計報告書（証拠書類（写し）を添付。）を作成の 

上，外務省に提出する。旅費等実費を請求する費用については，

証拠書類の写しを添付した明細書を提出する。証拠書類は項目ご

とに分類し，ファイルにとじる等，体裁を整えた上で提出する。 

 

(キ)必要となる実施体制 

 （Ａ）本事業においては，外務省・現地運営委員会・日本側受入

大学など様々な機関との調整が必要となる。また，本事業は

中国政府の公務員を対象とした留学生受入事業であり，民間

事業者には中国政府及び中国からの留学生個人との間に良好

な関係を構築できる能力が求められることから，以下のいず

れかの経験又は能力を有することを必須条件とする（技術提

案書提出時には，以下に係る経験について詳細に記載する。）。 

■中国政府及び中国政府関係機関と協力して事業を行うこと 

ができる能力を有している。 

■中国からの本事業に類似する留学生受入れ事業等を実施し 

た経験がある。 

 

（Ｂ）また，受託機関は以下の点を踏まえた上で適切な体制を構 
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築すること。 

■本件業務の一部の再委託を行う場合は，事前に外務省アジ 

ア大洋州局中国・モンゴル第一課の許可を得ること。 

■本事業においては，外務省及び現地運営委員会のみならず 

受入大学や多数の関係者が関与する事業であるため，これ 

らに対応可能な体制を構築することが求められる。  

■本事業においては，参加者の個人情報を取り扱うため，個 

人情報の管理体制が整備されていることが不可欠である。 

 

（Ｃ）以下３名に関しては本事業を遂行する上での要となるた 

め，技術提案書提出時に当人の学歴，業務歴，語学能力等， 

本件業務を実施する上で必要とされる資質を記載する。 

１）総括担当 

・本事業における総括を担当する。 

   ・他事業や他国の動向を踏まえて本事業に適切なアドバイス 

を行えるようにするため，過去にいずれかの国からの留学生

受入事業において，事業管理者として事業に携わった経験を

有していること。 

２）副総括担当 

・本事業における副総括を担当する。 

・留学生受入事業の事業担当者としての経験を踏まえて本事 

業に適切なアドバイスを行えるようにするため，過去にい 

ずれかの国からの留学生受入事業において，事業担当者と 

して事業に携わった経験を有していること。 

３）現地連絡調整担当 

・本事業において現地運営委員会など中国側関係者との連絡 

調整を担当する。 

   ・中国側との頻繁なやり取りが発生するため，ビジネスレベ 

ルの中国語能力（旧ＨＳＫ７級相当・新ＨＳＫ５級相当以 

上）を有していること。 

 

(ク)事故賠償 

本契約に基づく業務履行中に生じたハイジャック等を含む

航空機事故等不慮の事態に対する責任につき，本件受託業者は

これを外務省に問わないものとする。 

 

(ケ)免責事項 

 次のいずれかに該当する事項については，受託機関の責に 

帰さないものとする。 

（Ａ）留学生の病気，事故，犯罪等に関すること。 

（Ｂ）留学生の大学への入試結果や留学期間内での学位取得 

の結果に関すること。 
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（Ｃ）留学生の過失等に拠る賠償責任等に関すること。 

 

エ 対象業務を実施する場所 

 民間事業者自らが実施場所を確保する。 

 

オ 業務の引継ぎ 

  外務省は，当該引継ぎが円滑に実施されるよう，民間事業者が

本業務を開始するまでの間に確実に必要かつ十分な業務の引継ぎ

等を行うものとする。また，契約期間の満了又は業務の終了に伴

い民間事業者が変更になる場合には，民間事業者は，当該業務の

開始日までに，業務内容を明らかにした書類等により，次回の事

業者に対し，引継ぎを行うものとする。なお，その際の事務引継

ぎに必要な経費は，民間事業者の負担とする。 

 

（２）サービスの質の設定 

対象業務の実施に当たり達成すべき質及び最低限満たすべき水準

は，以下のとおりとする。 

ア 対象業務の質 

(ア)情報漏えいの防止 

 情報漏えい防止を始めとする情報セキュリティを確保するため

の体制を整備した上で業務が行われ，情報漏えいが一度も発生し

ないこと。特に，個人情報の各プロセス（取得，利用，加工，保

管，受渡し及び廃棄）において，確実に個人情報の管理が実施さ

れること。 

 

(イ)業務の円滑な実施及びトラブル対応のための実施体制の構築 

 本委託業務では，留学生の選考から，受入れ，帰国後のフォロ 

ーアップまで広範な業務が発生することから，業務を円滑に実施 

し，かつ，トラブル対応を適切に実施するため，適切な人員配置 

による実施体制を構築する必要がある。実施体制については，企 

画の内容に応じて最適な体制を整えること。また，トラブル対応 

については，予防的な観点も十分に考慮した体制を整備すること。 

万が一トラブルが発生した場合は，外務省に速やかに報告し，迅 

速かつ適切な対応がとれる体制を構築しておくこと。 

 

(ウ)企画・運営の質の確保 

 企画の立案，実施及び運営に際しては，留学生の日本に対する

理解の増進という事業目的に沿う企画や体制を整備の上，滞りな

く事業を運営すること。留学生に対する帰国前アンケートにより，

本プログラムに関するアンケートの回収率 80％以上，かつ，満足

度が 80％以上であること。（別添５参照） 
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イ 対象業務の質のモニタリング方法 

  外務省は，事業実施中の公共サービスの質の確保状況について，

上記（１）ウ（オ）に記載の民間事業者から提出される完了報告

書等により確認する。 

 

ウ 業務の改善策の作成・提出及び創意工夫の発揮の可能性 

  民間事業者は，入札時に提出する｢技術提案書｣作成に当たって 

は，以下（ア）及び（イ）に留意の上，作成する。また，以下（ウ） 

の場合，速やかに業務の改善策（外務省への改善提案を含む。）を 

作成し，外務省の承認を得た上で改善策を実施するものとする。 

民間事業者は，外務省と密接にコミュニケーションを図り，必要 

な助言を得つつ，改善策の作成・実施に当たること。 

 

（ア）本業務の実施全般に対する改善提案として，民間事業者は，

本業務の実施全般に係る質の向上及び経費削減の観点から取り

組むべき事項の改善提案を行うことができる。その際，具体的

な方法や手順を示すとともに，現行基準レベルないしそれ以上

の質が確保できる根拠等を技術提案書に明示すること。 

 （イ）各業務に関する改善提案として，民間事業者は，本業務にお

ける各業務の質の向上及び経費削減の観点から取り組むべき事

項の改善提案を行うことができる。その際，質の向上に向けた

具体的な方法を示すとともに，現行基準レベルないしそれ以上

の質が確保できる根拠を技術提案書に明示すること。 

 (ウ)外務省が上記（１）ウ（オ）に示す報告及び業務の実施状況

を踏まえ，事業の実施に当たり確保されるべき質が満たされな

いおそれがあり，業務の改善を求める場合。 

 

（３）契約形態及び経費・支払 

 ア 契約形態 

契約形態は，平成 31 年４月～平成 35 年３月の関連業務 

を一契約とした業務委託契約とする。※別添１(契約書案)参照。 

 

 イ 経費・支払 

   経費及び支払に関する取扱いについては，別添２（人件費マ 

ニュアル）参照。 

 

 

 

３．実施期間に関する事項 

（法第 14 条第２項第２号） 

 

 対象業務の実施期間は，平成 31 年４月～平成 35 年３月（予定）
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とする。 

 

 

 

４．入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

（法第 14 条第２項第３号及び第３項） 

  

この一般競争に参加を希望する者は，競争参加資格を証明するた

め，外務省の確認を受けなければならない。 

 具体的には，以下の要件を全て満たす者が本競争に参加すること

ができる。  

（１）法第 15 条において準用する法第 10 条（第 11 号を除く）に抵

触しない者であること。 

（２）予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号。以下「予決令」

という。）第 70 条の規定に該当しない者であること。なお，未成

年者，被保佐人又は被補助人であって,契約締結のために必要な同

意を得ている者は，同条中，特別の理由がある場合に該当する。 

（３）予決令第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（４）公告日において平成 28・29・30 年度外務省競争参加資格（全

省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」，「Ｂ」又は「Ｃ」何れか

の等級に格付けされた競争参加資格を有する者であること。 

（５）外務省から指名停止を受けている期間中でないこと。 

 

※入札参加グループでの入札について 

 ①単独で実施要項に定める対象業務の内容の全てを担うことが 

できない場合は，適正に業務を遂行できる入札参加グループで参 

加することができる。その場合，入札書類提出時までに入札参加 

グループを結成し，代表企業及び代表者を定め，他の者はグルー 

プ企業として参加するものとする。なお，代表企業及びグループ 

企業は，他の入札参加グループに参加し，又は単独で入札に参加 

することはできない。また，代表企業及びグループ企業は，入札 

参加グループ結成に関する協定書（又はこれに類する書類）を作 

成すること。 

 ②中小企業等共同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）に基づき設 

立された事業協同組合又は特別の法律によって設立された組合が 

入札に参加する場合においては，その組合員がほかの入札参加グ 

ループに参加し，又は単独で入札に参加することはできないもの 

とする。 

  ③上記（１）～（５）の全ての要件を満たすこと。 

 

 

 

9 / 105



9 

 

５．入札に参加する者の募集に関する事項 

（法第 14 条第２項第４号） 

 

（１）民間競争入札の実施手続及びスケジュール 

 ①入札公告        ：平成 31 年 1 月中旬頃 

 ②業務内容説明会     ：平成 31 年２月中旬頃 

 ③質問受付期限      ：平成 31 年２月下旬頃 

 ④入札書類提出期限    ：平成 31 年３月上旬頃 

 ⑤入開札及び落札者の決定 ：平成 31 年３月中旬頃 

 ⑥契約締結        ：平成 31 年４月２日 

 

（２）入札実施手続 

ア 入札説明会後の質問受付 

 入札公告以降，外務省において入札説明書の交付を受けた者は，

実施要項の内容や入札に係る事項について，入札説明会後に，外務

省に対して質問を行うことができる。質問は原則として電子メール

により行い，質問内容及び外務省からの回答は原則として入札説明

書の交付を受けた全ての者に公開することとする。 

 ただし，民間事業者の権利や競争上の地位等を害する恐れがある

と判断される場合には，質問者の意向を聴取した上で公開しないよ

う配慮する。 

 

イ 提出書類 

 民間競争入札に参加する者（以下｢入札参加者｣という。）は，次に

掲げる書類を別に定める入札公告書及び入札説明書に記載された期

日と方法により，外務省へ提出すること。 

 

(ア)業務履行保証書 

(イ)資格審査結果通知書 

(ウ)誓約書 

(エ)技術提案書 

(オ)会社（団体）概要（パンフレットで可） 

(カ)女性活躍推進法，次世代育成支援対策推進法及び若者雇用促進 

法に基づく認定を取得している企業及び団体等については当該 

認定書等の写し 

 

ウ 技術提案書の内容 

 入札参加者が提出する技術提案書には，６.で示す総合評価を受け

るために，次の事項を記載又は添付すること。 

 

(ア)事業概要 

 ・主たる事業の概要，従業員数，事業所の所在地，代表者略歴及
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び主要株主並びにその他会社概要等を添付。 

・複数の企業で参加する場合は，参加企業の一覧と代表企業，各

企業の代表責任者及び対象業務のうち実施するものの担当者。な

お，入札参加者グループ結成に関する協定書（又はこれに類する

書類）を添付のこと。 

 

(イ)類似業務実績 

 ・類似業務の過去３年間の実績。 

 

(ウ)対象事業の実施方針 

 ・対象事業の概要及び事業実施に当たり確保されるべきサービス

の質を踏まえた基本的な実施方針，対象業務全般において特に

重視するポイント等。 

 ・本業務で確保すべき質の確保に対する考え方。 

 

(エ)対象事業の実施内容及び実施方法 

 ・年度ごとに，各実施内容及び具体的な実施方法並びに各業務で

の準備，実施及び評価に際しての留意事項。 

 

(オ)対象事業の実施計画 

 ・年度ごとの作業スケジュール。 

 

(カ)対象業務の実施体制及び対象業務全体の管理方法 

 対象業務の実施体制及び業務全体の管理方法を示す。 

（Ａ）業務実施体制 

 ・組織体制，要員計画・バックアップ体制及び危機管理体制。 

 ・業務総括者名，スタッフ数（氏名の記載は不要。）及び各人員の

業務分担。 

 ・外務省及び関係者との連絡体制。 

  

（Ｂ）業務総括者，副総括者及び現地連絡調整担当者の経歴，各人

員の経験及び能力並びに中国語によるコミュニケーション体制。 

 

(キ)対象業務に対する提案事項 

民間事業者は，対象業務の実施全般に対する質の確保の観点から， 

取り組むべき事項等の提案。 

 

 

 

６．対象公共サービスを実施する者を決定するための評価の基準そ

の他の対象公共サービスを実施する者の決定に関する事項（別紙９） 

（法第 14 条第２項第５号） 
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 対象業務を実施する者（以下｢落札者｣という。）の決定は，総合評

価方式によるものとする。 

 

（１）評価配点 

 評価は 40,000 点満点とし，技術評価点と価格評価点に区分し，配

点をそれぞれ技術点 20,000 点，価格点 20,000 点とする。 

（２）落札者決定に当たっての技術評価の方法 

 落札者を決定するための評価は，提出された技術提案書の内容が，

対象業務の目的・趣旨に沿って実施可能なものであるか（必須項目

審査），また，効果的なものであるか（加点項目審査）について行う

ものとする。技術評価点の評価項目一覧は，別紙９（評価項目一覧

表）参照。 

 

ア 必須項目審査 

 必須項目審査においては，入札参加者が技術提案書に記載した内

容が，次の必須項目を満たしていることを確認する。全て満たした

場合は基礎点（8,000 点）を付与し，一つでも満たしていない場合は

失格とする。 

 

(ア)実施体制 

・対象業務の業務水準が維持される体制であること。 

・提案された内容が実現可能な体制であること。 

・グループで参加する場合，代表企業とグループ企業の連携が可能

な体制であること。 

 

(イ)業務に対する認識 

・対象業務の目的を理解し，計画的な対象業務の実施が考えられて

いるか。 

 

(ウ)現行基準レベルの質の確保の実態 

・対象業務に対する提案内容は，要求水準が確保されるものとなっ

ているか。 

 

イ 加点項目審査 

 必須項目審査で合格した入札参加者に対して，次の加点項目につ

いて審査を行う。なお，提案内容については，具体的かつ効果的な

実施が期待されるかという観点から，基本的には，従来の実施方法

と提案内容との比較により評価する。 

 

(ア)対象業務の質についての提案内容 

・質の維持向上に対して具体的な提案があり，実施について具体的
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な方法，計画等が明記されているか。また，それらが実施可能な体

制が確保されているか。 

 

(イ)改善提案内容 

・改善提案の内容は，現行基準レベルの質の維持が確保できるもの

か。また，質の向上が図られているか。 

 

(ウ)緊急時への対応についての考え方・体制 

・具体的な事態を想定し，現実的かつ効果的な対策が提案されてい

るか。 

 

（３）落札者決定に当たっての価格評価方法 

 価格評価点については以下の評価方式により算出する。算出に当

たっては，小数点５桁以下を切り捨てる。 

 価格評価点＝（予定価格－入札価格）／予定価格ｘ（20,000 点） 

 

 

（４）落札者の決定方法 

ア 加算方式による総合評価方式 

 必須項目審査により得られた基礎点（8,000 点）と加点項目審査で

得られた加算点（12,000 点）を加算し，入札価格（予定価格の制限

の範囲内である者に限る。）を予定価格で除して得た値を１から減じ

て得た値に，入札価格に対する点数（20,000 点）を乗じて得た値（価

格点）を足し合わせ，合計点が最も高い値の者を落札者として決定

する。 

 

総合評価点＝（基礎点（8,000 点）＋加算項目審査による加算点）＋

入札価格の得点配分（20,000 点）x ｛１－（入札価格／予定価格）｝ 

 

イ 留意事項 

(ア)落札者となるべき者が２人以上あるときは，直ちに当該入札者

にくじを引かせ，落札者を決定するものとする。また，入札者又

はその代理人が直接くじを引くことができないときは，入札執行

事務に関係ない職員がこれに代わってくじを引き落札者を決定す

るものとする。 

 

(イ)落札者が決定したときは，遅滞なく，落札者の氏名又は名称， 

落札金額，落札者の決定の理由並びに提案された内容のうち具体

的な実施体制及び実施方法の概要について公表するものとする。 

 

（５）初回の入札で落札者が決定しなかった場合の取扱いについて 

 入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限に達した価格 
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の入札がないときには，直ちに再度の入札を行うこととし，これ 

によってもなお落札者となるべき者が決定しない場合には，入札 

条件を見直し，再度公告により入札に付することにする。 

 

 

 

７．対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報の開示

に関する事項 

（法第 14 条第２項第６号及び第４項） 

 

 

 
 

 その他，従来の実施に関する情報は別添３，４のとおり。 

 

 

 

８．公共サービス実施民間事業者が対象公共サービスを実施する場

合において適用される法令の特例に関する事項 

（法第 14 条第２項第８号） 

 

 民間事業者が対象業務を実施する場合には，法第 34 条の規定を適

用する。 
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９．公共サービス実施民間事業者が，対象公共サービスを実施する

に当たり，外務省に対して報告すべき事項，秘密を適正に取り扱う

ために必要な措置その他の対象公共サービスの適切かつ確実な実施

の確保のために契約により公共サービス実施民間事業者が講ずべき

措置に関する事項 

（法第 14 条第２項第９号） 

 

（１）報告等について 

ア 事業計画書の作成と提出 

 民間事業者は，対象業務を行うに当たり各年度の事業開始日まで

に毎年度の対象業務計画書を作成し，外務省に提出すること。 

 

イ 業務報告書の作成と提出 

 (ア)完了報告書の提出 

民間事業者は，年度ごとに業務が終了した後，外務省に対して

速やかに完了報告書２部（留学生の学業・生活面の状況報告を含

む。）を提出し，業務の終了について外務省に通知する。 

(イ)会計報告書の提出 

民間事業者は，年度ごとに会計報告書（証拠書類（写し）を

添付。）を作成の上，外務省に提出する。旅費等実費を請求する

費用については，証拠書類の写しを添付した明細書を提出する。

証拠書類は項目ごとに分類し，ファイルにとじる等，体裁を整

えた上で提出する。 

 

ウ 報告 

 民間事業者は，本件事業に関するクレームやトラブルについて，

その内容及び対処方針を速やかに外務省に報告しなければならない 

 

エ 外務省の検査・監督体制 

 民間事業者からの報告を受けるに当たり，外務省の検査・監督体

制は次のとおりとする。 

 

 対象業務に関する担当部署及び監督責任者 

 ・担当部署：外務省アジア大洋州局中国・モンゴル第一課 

 ・監督責任者：中国・モンゴル第一課長 

 

（２）外務省による調査への協力 

 外務省は，民間事業者による対象業務の適正かつ確実な実施を確

15 / 105



15 

 

保する必要があると認めるときは，民間事業者に対し，対象業務の

状況に関し必要な報告を求め，又は民間事業者の事務所（又は対象

業務実施場所）に立ち入り，対象業務の実施状況又は帳簿，書類そ

の他の物件を検査し，若しくは関係者に質問することができる。 

 立入検査をする外務省の職員は，検査等を行う際には，当該検査

等が法第 26 条第１項に基づくものであることを民間事業者に明示す

るとともに，その身分を示す証明書を携帯し，関係者に提示するも

のとする。 

 

（３）指示について 

業務の検査・監督において対象業務の質の低下につながる問題点

を確認した場合は，その場で指示を行うことを可能とする。指示の

具体的な方法については，契約締結時に民間業者との協議により取

り決めるものとする。 

 

（４）秘密の保持 

 民間事業者は，対象業務に関して外務省が開示した情報等（ただ

し，公知の事実等を除く。）及び業務遂行過程で作成した提出物等に

関する情報を漏えいしてはならないものとし，そのための必要な措

置を講ずること。民間事業者（そのものが法人である場合にあって

は，その役員）若しくはその職員その他の対象業務に従事している

者又は従事していた者は，業務上知り得た秘密を漏らし，又は盗用

してはならない。これらの者が秘密を漏らし，又は盗用した場合に

は，法第 54 条により罰則の規定がある。 

 

（５）契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

ア 対象業務の開始及び中止 

(ア)民間事業者は，締結された契約に定められた対象業務の開始日 

に，確実に当該対象業務を開始しなければならない。 

(イ)民間事業者は，やむを得ない事由により，対象業務を中止しよ 

うとするときは，あらかじめ外務省の承認を受けなければならな

い。 

 

イ 公正な取扱い 

(ア)民間事業者は，対象業務の実施に当たって，留学生を合理的な 

理由なくして区別してはならない。 

(イ)民間事業者は，留学生の取扱いについて，自らが行う他の事 

業における利用の有無等により区別してはならない。 

 

ウ 金品等の授受の禁止 

 民間事業者は，対象業務において，金品等を受け取ること又は与

えることをしてはならない。 
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エ 宣伝行為の禁止 

 民間事業者及び対象業務に従事する者は，対象業務の実施に当た

って，自らが行う業務の宣伝を行ってはならない。 

 民間事業者及び対象業務に従事する者は，対象業務の実施の事実

をもって，第三者に対し誤解を与えるような行為をしてはならない。 

 

オ 法令の遵守 

 民間事業者は，対象業務を実施するに当たり適用を受ける関係法

令等を遵守しなくてはならない。 

 

カ 安全衛生 

 民間事業者は，対象業務に従事する者の労働安全衛生に関する労

務管理については，責任者を決め，関係法令に従って行わなければ

ならない。 

 

キ 記録・帳簿書類等 

 民間事業者は，実施年度ごとに対象業務に関して作成した記録や

帳簿書類を，契約が終了し，又は中止した日の属する年度の翌年度

から換算して５年間保管しなければならない。 

 

ク 権利の譲渡 

 民間事業者は，原則として契約に基づいて生じた権利の全部又は

一部を第三者に譲渡してはならない。 

 

ケ 権利義務の帰属等 

(ア)対象業務の実施が第三者の特許権，著作権その他の権利と抵触 

するときは，民間事業者は，その責任において，必要な措置を講

じなくてはならない。 

(イ)民間事業者は，対象業務の実施状況を公表しようとするときは， 

あらかじめ外務省の承認を受けなければならない。 

 

コ 契約によらない自らの事業の禁止 

民間事業者は，対象業務の実施場所において，外務省の許可を得 

ることなく自ら行う事業又は外務省以外の者との契約（外務省との

契約に基づく事業を除く。）に基づき実施する事業をおこなってはな

らない。 

 

サ 取得した個人情報の利用の禁止 

 民間事業者は，請負事業によって取得した個人情報を，自ら行う

事業又は外務省以外の者との契約（請負事業を実施するために締結

した他の者との契約を除く。）に基づき実施する事業に用いてはなら
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ない。 

 

シ 再委託の取扱い 

(ア)民間事業者は，対象業務の実施に当たり，その全部を一括して 

再委託してはならない。 

(イ)民間事業者は，対象業務の実施に当たり，その一部について再 

委託を行う場合は，原則として，あらかじめ技術提案書において，

再委託に関する事項（再委託先の住所，名称，再委託先に委託す

る対象業務の範囲，再委託を行うことの合理性及び必要性，再委

託先の業務履行能力並びに報告徴収その他の業務管理の方法）に

ついて記載しなければならない。 

(ウ)民間事業者は，契約締結後やむを得ない事情により再委託を行 

う場合には，再委託に関する事項を明らかにした上で外務省の承

認を受けなければならない。 

(エ)民間事業者は，上記（イ）又は（ウ）により再委託を行う場合

には再委託先から必要な報告を徴収することとする。 

(オ)再委託先は，上記（４）及び（５）イからサまでに掲げる事項 

については，再委託先は民間事業者と同様の義務を負う者とする。 

 

ス 契約内容の変更 

 民間事業者及び外務省は，対象業務の更なる質の向上の推進又は

その他やむを得ない事由により本契約の内容を変更しようとする場

合は，あらかじめ変更の理由を提出し，それぞれの相手方の承認を

受けなければならない。 

 

セ 契約解除 

 外務省は，民間事業者が次のいずれかに該当するときは，契約を

解除することができる。 

(ア)偽りその他不正の行為により落札者となったとき 

(イ)実施要項に規定する入札参加に必要な資格の要件を満たさなく 

なったとき 

(ウ)契約に従って対象業務を実施できなかったとき，又はこれを実 

施することができないことが明らかになったとき 

(エ)上記（ウ）に揚げる場合のほか，契約において定められた事項

について重大な違反があったとき 

(オ)法律又は本契約に基づく報告をせず，若しくは虚偽の報告をし， 

又は検査を拒み，妨げ，若しくは忌避し，若しくは質問に対して

答弁せず，若しくは虚偽の答弁をしたとき 

(カ)法令又は契約に基づく指示に違反したとき 

(キ)民間事業者又はその他の対象業務に従事する者が，法令又は契 

約に違反して，対象業務の実施に関して知り得た秘密を漏らし，

又は盗用したとき 
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(ク)暴力団を業務を統括する者又は従業員としていることが明らか 

になったとき 

(ケ)暴力団又は暴力団関係者との社会的に避難されるべき関係を有 

していることが明らかになったとき 

 

ソ 契約解除時の取扱い 

(ア)上記セに該当し，契約を解除した場合には，外務省は，民間事

業者に対し，当該解除の日までに当該公共サービスを契約に基づ

き実施した期間に係る委託費を支払うものとする。 

(イ)この場合，民間事業者は，契約金額の 108 分の 100 に相当する 

金額から上記（ア）の委託費を控除した金額の 100 分の 10 に相当

する金額を違約金として外務省の指定する期間内に納付しなけれ

ばならない。 

(ウ)外務省は，民間事業者が上記（イ）の金額を外務省の指定する

期日までに支払わないときは，その支払期限の翌日から換算して

支払のあった日までの日数に応じて，年 100 分の５の割合で計算

した金額を延滞金として納付させることができる。 

(エ)外務省は，契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償 

の請求をすることができる。なお，外務省から民間事業者に損害

賠償を請求する場合において，原因を同じくする支払済みの違約

金がある場合には，当該違約金は原因を同じくする損害賠償につ

いて，支払済み額とみなす。 

 

タ 不可抗力免責，危険負担 

 民間事業者は，上記事項にかかわらず，民間事業者の責めに帰す

ることができない事由により請負業務の全部又は一部の実施が遅延

したり，不能となったりした場合には，責任を負わないことがある。

この場合，外務省と協議する。 

 

チ 契約の解釈 

 契約に関して疑義が生じた事項については，その都度，民間事業

者と外務省が協議するものとする。 

 

 

 

10．公共サービス実施民間事業者が，対象公共サービスを実施する

に当たり，第三者に損害を加えた場合において，その損害の賠償に

関し契約により当該公共サービス実施民間事業者が負うべき責任

（国家賠償法（昭和 22 年法律第 125 号）の規定により外務省が当該

損害の賠償の責めに任ずる場合における求償に応ずる責任を含む。）

に関する事項 

（法第 14 条第２項第 10 号） 
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 契約を履行するに当たり，民間事業者又はその職員その他の対象

業務に従事する者が，故意又は過失により，当該サービスの利用者

等の第三者に損害を加えた場合には，次に定めるところによるもの

とする。 

 

（１）外務省が国家賠償法第１条第１項に基づき当該第三者に対す  

る賠償を行ったときは，外務省は民間事業者に対し，当該第

三者に支払った損害賠償額（当該損害の発生について外務省

の責めに帰すべき理由が存する場合は，外務省が自ら賠償の

責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について求償する

ことができる。 

 

（２）民間事業者が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 709 条等に基

づき当該第三者に対する賠償を行った場合であって，当該損

害の発生について外務省の責めに帰すべき理由が存するとき

は，当該民間事業者は外務省に対し当該第三者に支払った損

害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分

について求償することができる。 

 

 

 

11．対象公共サービスに係る第７条第８項に規定する評価に関する

事項 

（法第 14 条第２項第 11 号） 

 

（１）実施状況に関する調査の時期 

総務大臣が行う評価の時期（平成３４年５月を予定）を踏まえ，

当該業務の実施状況については，平成３４年３月３１日時点におけ

る状況を調査するものとする。 

 

（２）調査の方法 

外務省は，民間事業者が実施した業務の内容について，その評価

が的確に実施されるように，２．（１）ウ（オ）に記載の民間事業者

から提出される完了報告書等を基に，実施状況等の調査を行うもの

とする。 

 

（３）調査項目 

 ２.（２）に記載の項目について調査を行う。 
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（４）実施状況等の提出 

外務省は，上記調査項目に関する内容を取りまとめた本事業の実

施状況等について，（１）の評価を行うために平成３４年５月を目途

に総務大臣及び監理委員会へ提出するものとする。なお，外務省は，

本業務の実施状況等の提出に当たり，外務省に設置する評価委員会

に報告を行い，意見を聴くものとする。 

 

 

 

12．その他対象公共サービスの実施に関し必要な事項 

 

（１）対象公共サービスの監督上の措置等の監理委員会への報告  

外務省は，法第 26 条及び第 27 条に基づく報告徴収，立入検査，

指示等を行った場合には，その都度，措置の内容及び理由並びに結

果の概要を監理委員会へ報告することとする。 

 

（２）外務省の監督体制 

本契約に係る監督は，契約担当官等が，自ら又は補助者に命じて，

立会い，指示その他の適切な方法によって行うものとする。 

 

（３）主な民間事業者の責務等 

①民間事業者の責務等 

本業務に従事する者は，刑法（明治 40 年法律第 45 号）その他の罰

則の適用については，法令により公務に従事する職員とみなされる。 

②法第 54 条の規定により，本業務の実施に関し知り得た秘密を漏ら

し，又は盗用した者は，１年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処

される。 

③法第 55 条の規定により，報告をせず，若しくは虚偽の報告をし，

又は検査を拒み，妨げ，若しくは忌避し，若しくは質問に対して答

弁をせず，若しくは虚偽の答弁をした者，あるいは指示に違反した

者は，30 万円以下の罰金に処される。 

④法第 56 条の規定により，法人の代表者又は法人若しくは人の代理

人，使用人その他の従業者が，その法人又は人の業務に関し，法第

55 条の違反行為をしたときは，行為者が罰せられるほか，その法人

又は人に対して同条の刑が科される。 
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⑤会計検査について 

民間事業者は，公共サービスの内容が会計検査院法（昭和 22 年法律

第 73 号）第 23 条第１項第７号に規定する「事務若しくは業務の受

託者」に該当し，会計検査院が必要と認めるときには，同法第 25 条

及び第 26 条により，会計検査院の実地の検査を受けたり，同院から

直接又は外務省（発注者）を通じて，資料・報告等の提出を求めら

れたり質問を受けたりすることがある。 

 

（４）評価委員会の開催 

外務省は，落札者決定のための評価，本業務の実施状況の評価等を

行うに当たり，専門的技術的知見を得るために，外務省及び外部有

識者を構成員とする評価委員会を開催することとする。 
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                入 札 公 告 
（総合評価落札方式：加算式） 

 
 

 次のとおり民間競争入札に付します。 
 
１ 競争入札に付する事項 
（１）調達件名及び数量 中国若手行政官等長期育成支援事業 一式 
（２）調達件名の仕様等 入札説明書等のとおり。 
（３）履行期間     平成３１年４月１日より平成３５年３月３１日（予定） 
    但し，各年度の予算成立を条件とする。 
（４）履行場所     支出負担行為担当官が指定する場所 
 
２ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項 
（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者    

であること。 
なお，未成年者，被保佐人又は被補助人であって，契約締結のために必要な同意    

を得ている者は，同条中，特別の理由がある場合に該当する。 
（２）予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 
（３）平成２８・２９・３０年度外務省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」

の「Ａ」，「Ｂ」又は「Ｃ」の何れかの等級に格付けされた競争参加資格を有する者で

あること。 
（４）外務省から指名停止を受けている期間中でないこと。 
（５）法第 15 条において準用する法第 10 条（第 11 号を除く）に抵触しない者であること。 
（６）入札参加グループでの入札について 
   本業務の実施に当たっては一企業とするが，入札参加グループとすることも可能と

する。 
①単独で実施要項に定める対象業務の内容の全てを担うことができない場合は，適正

に業務を遂行できる入札参加グループで参加することができる。その場合，入札書類

提出時までに入札参加グループを結成し，代表企業及び代表者を定め，他の者はグル

ープ企業として参加するものとする。なお，代表企業及びグループ企業は，他の入札

参加グループに参加し，又は単独で入札に参加することはできない。また，代表企業

及びグループ企業は，入札参加グループ結成に関する協定書（又はこれに類する書類）

を作成し，入札書類と併せて提出すること。 
②代表企業は上記（１）から（５）までの全ての要件を満たすとし，グループ企業は

（１）から（３）まで及び（５）の全ての要件を満たすとともに，平成２８・２９・
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３０年度外務省競争参加資格（全省庁統一資格）において，入札実施地域における「役

務の提供等」の「Ａ」，「Ｂ」又は「Ｃ」の何れかの等級に格付けされた競争参加資格

を有する者であること。  
（７）中小企業等共同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）に基づき設立された事業協同組合

又は特別の法律によって設立された組合が入札に参加する場合においては，その組合

員がほかの入札参加グループに参加し，又は単独で入札に参加することはできないも

のとする。 
  
３ 入札方法及び落札方式 
（１）本件競争入札は，中国若手行政官等長期育成支援事業一式の総価にて行う。 
（２）総合評価落札方式（加算式）とする。 
（３）落札者の決定に当たっては，入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので，入札者は消費税及び地方消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず，見積もった契約金額の 108 分の

100 に相当する金額を入札書に記載すること。 
 
４ 契約条項を示す場所，業務仕様書等の交付場所及び問い合わせ先 
  なお，本公告の日から「電子調達システム」上にてダウンロード可能。 
（１）契約条項を示す場所及び業務仕様書等の交付場所 
    〒１００－８９１９  
   東京都千代田区霞が関二丁目２番１号  
   外務省大臣官房会計課調達室（北庁舎２階２０９号室） 
（２）問い合わせ先 
 （ア）入札手続関係  外務省大臣官房会計課調達室（担当：○○） 
            電 話：０３－３５８０－３３１１（内線○○○○） 
            ＦＡＸ：０３－５５０１－８０９７ 
 （イ）業務仕様書関係 外務省アジア大洋州局中国・モンゴル第一課（担当：○○） 
            電 話：０３－３５８０－３３１１（内線○○○○） 
 （ウ）電子調達システム関係 総務省電子調達システムヘルプデスク 
            電 話：０５７０－０１４－８８９ 
            ＦＡＸ：０１７－７３１－３１７８ 
            ＵＲＬ：https://www.geps.go.jp/ 
 
５ 入札説明会の日時及び場所 
（１）日時：平成○○年○月○日（○）○○時○○分 
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（２）場所：外務省 ○○室（○庁舎○階○○号室） 
  （参加を希望する者は事前に上記４（２）（ア）宛ＦＡＸで連絡のこと。） 
 
６ 入札・開札執行の日時及び場所 
（１）日時：平成○○年○月○日（○）○○時○○分 

       なお，郵便による入札は認めない。 
（２）場所：外務省 入札・開札室（北庁舎２階２０６号室） 
 
７ 入札者に求められる義務等 
（１）本調達は，「電子調達システム」を利用しない（入札書を持参により行う紙入札方式

とする。）。 
（２）本件民間競争入札に参加を希望する者（以下「入札希望者」という。）は，外務省の

交付する業務仕様書等に基づき以下の書類を平成○○年○月○○日（○）○○時まで

に上記４（２）（ア）へ提出しなければならない。 
（ア）業務履行保証書（別紙様式第３号）  １部 
（イ）誓約書（別紙様式第４号）      １部 

    （誓約書には「役員名簿」又は「商業登記簿」写しを添付すること。） 
（ウ）資格審査結果通知書（写）      １部 
（エ）技術提案書             ６部（原１部，写し５部） 

ただし，写し５部については会社（団体）名のほか，応募者が特定できる情報は

削除（該当部分を黒塗り等）すること。 
 （オ）会社概要（既存のもので可）     １部 
 （カ）女性活躍推進法，次世代育成支援対策推進法，若者雇用促進法に基づく認定等を

取得していることが分かる書類     １部 
    なお，支出負担行為担当官より，提出した書類等に関し説明を求められた場合に

は，それに応じなければならない。また，入札希望者が作成し提出した総合評価の

ための書類及び業務履行保証書等は外務省において適合審査するものとし，適格と

判断した書類等を提出した者のみを入札参加者とする。 
同審査の結果については，平成○○年○月○○日（○）○○時○○分までに通知

するものとする。 
「入札参加者の要件」を熟読すること。 

 
８ 落札者の決定方法 

本件落札者の決定に当たっては，総合評価落札方式（加算式）をもって行うことと

し，入札価格が予決令第７９条の規定に基づいて作成された平成３１年度，平成３２
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年度，平成３３年度及び平成３４年度それぞれの予定価格の制限の範囲内で，総合評

価のための書類等が本入札説明書で示す要求要件（必須項目）を全て満たしている入

札希望者の中から，当該入札希望者が作成した総合評価のための書類等の各評価項目

の得点（審査点）の合計と当該入札書に係る入札価格に対する得点（価格点）を合わ

せた数値（総合評価点）の最も高い者で有効な入札を行った者を落札者とする。     

【総合評価点：40,000 点】＝【価格点 20,000 点】+【審査点 20,000 点】 

  【価格点】＝価格点の得点配分（20,000 点）×（１－（入札価格／予定価格）※1） 

   ※１：小数点５桁以下切り捨て 

  【審査点】＝基礎点※2（満点 8,000 点） + 加点（最高 12,000 点） 

   ※２：必須項目に対する配点（満点以外は不採用となる。） 

   なお，評価項目については別紙（採点基準表）を参照。 

 
９ 入札の無効 
   本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書，入札に求められる義務を  

履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。 
 
10 入札保証金及び契約保証金 
   全額免除する。 
 
11 契約書作成の要否 
    要。 
 
12 その他 
（１）この民間競争に参加を希望する者は，支出負担行為担当官が別に指定する指名停止 

を受けていない及び暴力団等に該当しない旨上記７（２）の誓約書を提出しなければ

ならない。 
   （２）前項の誓約書を提出せず，又は虚偽の誓約をし，若しくは誓約書に反することとな

ったときは，当該者の入札を無効とする。 
 
以上公告する。 
 
 平成○○年○月○○日 
                     支出負担行為担当官 
                    外務省大臣官房会計課長  ○○ ○○ 
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「中国若手行政官等長期育成支援事業」に関する 

民間競争入札の実施についての技術提案書作成要領 

 

 
事業名：平成 31 年度中国若手行政官等長期育成支援事業 

 

 

１．業務の目的・背景  

中国政府は，国内の体制改革に関し，行政管理体制の改革，独占業種の改革，

財政・税制及び金融の改革，近代的市場システムの整備を重要政策とし，対外開

放に関しては，輸出競争力の強化，公平な貿易政策の整備等を重点テーマとして

挙げ，経済体制改革を重要政策として位置付けている。一方，我が方政府は，経

済秩序の維持，経済関連法令の整備等に主眼を置いたガバナンス強化を重点とし，

これらに資する人材育成・制度整備の観点から協力を行ってきた。 

中国若手行政官等長期育成支援事業（以下「本事業」という。）は，こうした

取組に貢献するため，中国の優秀な若手行政官等を我が国大学（修士課程等）に

原則２年間留学生として受け入れ，中国政府内に親日派・知日派を育成すること

により，日中両国間の政府レベルでの相互理解の増進に寄与することを目的とし

ている。 

民間事業者においては，日本政府が掲げる上記目的の達成に向け，中国の若手

行政官等が学位の取得のみならず，語学や日本の文化・経済・社会等をより深く

理解することができるプログラムを企画・運営することを目的とする。 

 

２．業務の内容  

（１）実施期間 

   平成 31 年４月～平成 35 年３月（予定） 

   ※日本への留学期間は平成 32 年９月から原則２年間。 

（２）対象者 

中国中央政府及び地方政府の若手行政官 27 名（当初予定） 

（英語コース留学生 21 名，日本語コース留学生６名（当初予定）） 

（３）本事業における意思決定機関 

    本事業においては在中国日本国大使館及び中華人民共和国商務部から構成
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される現地運営委員会を意思決定機関とする。 

（４）各年度の業務内容（詳細については別紙３参照） 

  ①平成 31 年度（平成 31 年４月～平成 32 年３月） 

  ・事業実施方針の策定のための提案 

  ・受入大学との調整 

  ・留学生の募集選考 

・大学への出願手続 

  ②平成 32 年度（平成 32 年４月～平成 33 年３月） 

・留学生の来日に係る手配 

・来日前の日本語研修の実施 

・来日前及び来日後のオリエンテーション及び生活基盤整備 

  ・留学生と日本側省庁関係者との交流活動の実施 

  ・留学生に対する奨学金支給 

  ・大学への学費等支給 

  ・留学生に対するモニタリング・突発事態対応 

  ③平成 33 年度（平成 33 年４月～平成 34 年３月） 

・留学生に対する奨学金支給 

  ・大学への学費等支給 

  ・留学生に対するモニタリング・突発事態対応 

  ・中国側協力パートナーによる留学状況視察の手配 

・留学生の帰国に係る手配 

  ・帰国報告会の実施 

  ・同窓会活動のサポート 

  ④平成 34 年度（平成 34 年４月～平成 35 年３月） 

  ・留学生に対する奨学金支給 

  ・大学への学費等支給 

・留学生に対するモニタリング・突発事態対応 

  ・留学生の帰国に係る手配 

  ・帰国報告会の実施  

30 / 105



  別紙２ 

30 
 

  ・同窓会活動のサポート 

（５）成果物等 

年度ごとに業務が終了した後，外務省に対して速やかに完了報告書２部（留

学生の学業・生活面の状況報告を含む。）を提出し，業務の終了について外務

省に通知する。 

（６）会計報告書の作成 

年度ごとに会計報告書（証拠書類（写し）を添付。）を作成の上，外務省に

提出する。旅費等実費を請求する費用については，証拠書類の写しを添付し

た明細書を提出する。証拠書類は項目ごとに分類し，ファイルにとじる等，

体裁を整えた上で提出する。 

（７）必要となる実施体制 

 （ア）本事業においては，外務省・現地運営委員会・日本側受入大学など様々

な機関との調整が必要となる。また，本事業は中国政府の公務員を対象と

した留学生受入事業であり，受託機関には中国政府及び中国からの留学生

個人との間に良好な関係を構築できる能力が求められることから，以下の

いずれかの経験又は能力を有することを必須条件とする（技術提案書提出

時には，以下に係る経験，能力について詳細に記載する。）。 

①中国政府及び中国政府関係機関と協力して事業を行うことができる能

力を有している。 

②中国からの本事業に類似する留学生受入れ事業等を実施した経験があ

る。 

（イ）また，受託機関は以下の点を踏まえた上で適切な体制を構築すること。 

①本件業務の一部の再委託を行う場合は，事前に外務省アジア大洋州局中

国・モンゴル第一課の許可を得ること。 

②本事業においては，外務省及び現地運営委員会のみならず受入大学や多

数の関係者が関与する事業であるため，これらに対応可能な体制を構築

することが求められる。  

③本事業においては，参加者の個人情報を取り扱うため，個人情報の管理

体制が整備されていることが不可欠である。 

（ウ）以下３名に関しては，本事業を遂行する上での要となるため，技術提案
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書提出時に当人の学歴，業務歴，語学能力等，本件業務を実施する上で必

要とされる資質を記載する。 

①総括担当 

・本事業における総括を担当する。 

   ・他事業や他国の動向を踏まえて本事業に適切なアドバイスを行えるよう

にするため，過去にいずれかの国からの留学生受入事業において，事業

管理者として事業に携わった経験を有していること。 

②副総括担当 

・本事業における副総括を担当する。 

・留学生受入事業の事業担当者としての経験を踏まえて本事業に適切なア

ドバイスを行えるようにするため，過去にいずれかの国からの留学生受

入事業において，事業担当者として事業に携わった経験を有しているこ

と。 

③現地連絡調整担当 

・本事業において現地運営委員会など中国側関係者との連絡調整を担当す

る。 

   ・中国側との頻繁なやり取りが発生するため，ビジネスレベルの中国語能

力（旧ＨＳＫ７級相当・新ＨＳＫ５級相当以上）を有していること。 

（８）事故賠償 

本契約に基づく業務履行中に生じたハイジャック等を含む航空機事故等

不慮の事態に対する責任につき，本件受託業者はこれを外務省に問わない

ものとする。 

（９）免責事項 

 次のいずれかに該当する事項については，受託機関の責に帰さないもの

とする。 

ア 留学生の病気，事故，犯罪等に関すること。 

イ 留学生の大学への入試結果や留学期間内での学位取得の結果に関するこ

と。 

ウ 留学生の過失等による賠償責任等に関すること。 
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３．技術提案書に記載する内容  

（１）事業概要 

 ・主たる事業の概要，従業員数，事業所の所在地，代表者略歴及び主要株主並

びにその他会社概要等。 

・複数の企業で参加する場合は，参加企業の一覧と代表企業，各企業の代表責

任者及び対象業務のうち実施するものの担当者。 

 

（２）類似業務実績 

 ・類似業務の過去３年間の実績。 

 

（３）対象事業の実施方針 

 ・対象事業の概要及び事業実施に当たり確保されるべきサービスの質を踏まえ

た基本的な実施方針，対象業務全般において特に重視するポイント等。 

 ・本業務で確保すべき質の確保に対する考え方。 

 

（４）対象事業の実施内容及び実施方法 

 ・年度ごとに，各実施内容及び具体的な実施方法及び各業務での準備，実施，

評価に際しての留意事項。 

 

（５）対象事業の実施計画 

 ・年度ごとの作業スケジュール。 

 

（６）対象業務の実施体制及び対象業務全体の管理方法 

 対象業務の実施体制及び業務全体の管理方法を示す。 

ア 業務実施体制 

 ・組織体制，要員計画及びバックアップ体制，危機管理体制。 

 ・業務総括者名及びスタッフ数（氏名の記載は不要。）と各人員の業務分担。 

 ・外務省，その他の関係者との連絡体制。 

イ 業務総括者，副総括者，現地連絡調整担当者の経歴，各人員の経験及び能

力，中国語によるコミュニケーション体制。 

 

（７）対象業務に対する提案事項 

事業者は対象業務の実施全般に対する質の確保の観点から，取り組むべき事項 

等の提案。 

 

 

留意事項： 

※公平な審査のため，写しについては会社（団体）名のほか，応募者が特定でき

る情報は削除（該当部分を黒塗り等）してください。 

なお，削除に当たり，不明な点等あれば本件入札公告にある問合せ先の担当ま

で照会願います。 

具体的に削除する情報の一例は以下のとおりです。 

○応募者名 
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○会社（団体）代表者名 

○応募者が特定される関連団体・付属組織等の名称 

○会社（団体）の役員，業務従事者等の中で，事業の関連業界等において著名

な者で，容易に応募者が特定される者の氏名及び写真 

○会社（団体）の著作物（ロゴマーク，商品ブランド，刊行物等）の中で，事

業の関連業界等において広く知られているもので，容易に応募者が特定され

る物の名称及び写真 

 

４．提出する資料  

（１）業務履行保証書（別紙５） １部 

（２）資格審査結果通知書（写） １部 

（３）誓約書（別紙７） １部 

（４）技術提案書 ６部（様式適宜，正１部，写５部） 

（５）会社（団体概要）（既存のパンフレット等で可） １部 

（６）女性活躍推進法，次世代育成支援対策推進法及び若者雇用促進法に基づく

認定等を取得している企業及び団体等については当該認定書等の写し 

 1 部  

 

５．選考基準  

 総合評価落札方式の採点基準は別紙９のとおり。 

 

６．その他  

（１）技術提案書は本件民間競争入札（総合評価落札方式）の審査のみに使用す

るものとします。 

（２）本件民間競争入札の公告に記載されている内容（参加資格，技術提案書等

提出期限等）を十分確認してください。 

 

 

34 / 105



  別 紙 ３ 

34 

 

 

「中国若手行政官等長期育成支援事業」 

業務実施内容 

 

１．事業実施方針の策定のための提案（平成３１年度） 

   本事業仕様書の事業目的を踏まえて，外務省及び現地運営委員

会に対して，事業実施方針（対象機関・応募資格・受入大学・募

集選考フォーマット・募集選考スケジュールを含む。）策定のため

の提案を行う。外務省との打合せは原則として東京で行い，現地

運営委員会との打合せは中国・北京市内で行うものとする。 

 

２．受入大学との調整（平成３１年度） 

   外務省及び現地運営委員会との協議を経て決定された受入大学

に対し，留学生の受入依頼及び調整を行う。また，大学に対して

事業内容の説明を行い，本事業に対する理解及び協力を得る。 

 

３．留学生の募集選考・大学への出願手続（平成３１年度） 

 （１）現地運営委員会の協力を得て留学生の募集及び選考を行う。

留学生の募集に際しては，以下の会議又は説明会を開催し，適宜

応募勧奨を行う。これらに要する事前準備を行うとともに，当日

の運営を行う。また，応募者から寄せられる質問事項に随時回答

する。 

・留学生募集開始前に，北京市において，現地運営委員会による

事業実施方針決定会議を開催する。 

・必要に応じて，北京市等において事業説明会を行う。 

・北京市内にある中央省庁のうち，本事業の目的に特に合致する

業務を所掌している省庁に赴き，応募勧奨を行う。 

 

（２）選考は，①語学試験，②受入大学による書類審査，③受入大

学教授による面接，④現地運営委員会による面接の４段階を基本

とし，書類審査（日本の受入大学にて実施。）以外はいずれも北

京市で行うものとする。また，最終候補者決定は現地運営委員会

の会議をもって行うものとし，これらに要する事前準備を行うと

ともに，当日の運営を行う。最終候補者決定後，大学からの要望
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に応じて適宜大学出願手続を行う。 

 

４．留学生の来日に係る手配（平成３２年度） 

   留学生の来日が円滑に行われるようにするため，留学生の来日

日程を調整し，来日に係る各種手配を行う。 

 

５．来日前の日本語研修の実施（平成３２年度） 

   本事業は，中国の若手行政官における知日派の育成を主眼に置

いているが，優秀な人材を広範に募集することを目的としている

ため，その対象者を日本語修学者に限定していない。このため，

来日前に日本語研修の機会を設ける。日本語研修に係る会場・講

師・資料の手配及び日本語研修の実施を行う。英語コース留学生

と日本語コース留学生のクラスは必ず別とし，英語コース留学生

には入門クラスを受講させ，日本語コース留学生には大学院の修

士レベル論文作成のためのブラッシュアップクラスを受講させる。

いずれのクラスも最低 50 時間の教学時間を確保する。 

 

６．来日前及び来日後のオリエンテーション・生活基盤整備・留学

生と日本側省庁関係者との交流活動実施（平成３２年度） 

（１）留学生が日本で速やかに生活を始められるようにするため，

留学生の来日直前に中国北京市で日本概要を紹介するためのブリ

ーフィング等を実施し，併せて在中国日本国大使館主催による壮

行会を開催する。これらに要する事前準備を行うとともに，当日

の運営を行う。 

（２）留学生来日後は，来日後１か月以内（目安）に歓迎会を開催

するとともに，１週間程度のブリーフィングを行い，日本の生活

における留意点や詳細なルールを説明する。これらに要する事前

準備を行うとともに，当日の運営を行う。 

（３）留学生の住宅手配・銀行口座開設・各種手続を行う。必要に

応じて住宅手配の際の保証人となり，留学生がスムーズに宿舎の

賃借が可能となるようにする。 

（４）留学生来日後６か月以内（目安）に，外務省の協力を得て，

日本の各省庁関係者（特に中国関連の業務従事経験者）との交流

の場を設ける。これらに要する事前準備を行うとともに，当日の

運営を行う。 

（５）技術提案書提出時には，事業の趣旨を踏まえた交流活動の対
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象者や内容を提案する。 

 

７．奨学金及び学費の支給（平成３２年度～３４年度） 

   留学生に対して２か月に１回，奨学金を支給するとともに，大

学に入学金・授業料等を支払う。奨学金については文部科学省の

基準に準ずるものとし，入学金・授業料等については各大学の規

定に準ずるものとする。 

 

８．留学生に対するモニタリング・突発事態対応（平成３２年度～

３４年度） 

 （１）留学生が来日してから帰国するまでの間，定期的に全留学生

に対してモニタリングを実施し，留学生の状況把握に努める。モ

ニタリングの結果は受託機関内で速やかに共有し，関係機関から

の照会があった際には速やかに提出できるようにする。 

（２）留学生が日本滞在中に突発事態が発生した場合，受託機関が

初動の対応を行う。勤務時間中だけでなく，２４時間３６５日の

対応を行う。 

 

９．中国側協力パートナーによる留学生状況視察手配（平成３３年

度） 

   中国側協力パートナーに日本での留学生状況を視察する機会を

創出すべく，中国側協力パートナーを日本に招へいする（２名，

４泊５日程度）。留学生が在籍している大学のうち３校程度を選択

して見学し，留学生と対談の場を設け，事業に関する改善意見を

収集する。これらに要する事前調整を行うとともに，日中通訳が

可能な要員（実施機関の要員又は通訳兼コーディネーター１名）

を配置し，全ての面談・視察等に同行させる。 

 

１０．留学生の帰国に係る手配（平成３３年度～３４年度） 

   留学生の帰国が円滑に行われるようにするため，留学生の帰国

日程を調整し，帰国に係る各種手配を行う。 

 

１１．帰国報告会の実施（平成３３年度～３４年度） 

（１）留学期間が終了する１か月前（目安）に，日本国内において

帰国報告会を実施し，本事業に対する留学生からの改善意見を現

地運営委員会に共有し，改善に向けた提案・調整を行う。これら

37 / 105



  別 紙 ３ 

37 

 

に要する事前準備及び当日の運営を行う。 

（２）帰国後１か月以内（目安）に，現地において帰国報告会を実

施し，併せて在中国日本国大使館主催による歓迎会を開催する。

これらに要する事前準備を行うとともに，当日の運営を行う。 

 

１２．同窓会活動のサポート（平成３３年度～３４年度） 

 （１）本事業は，中国政府の中枢において日中間の架け橋となり得

る知日派行政官の育成を主眼としている。上記目的に鑑み，留学

生が帰国した後も長期的なフォローアップが必要となるため，帰

国生の連絡先や帰国後の所属機関・ポストに関する情報を収集し，

関係機関からの照会があった場合は提出できるようにする。 

（２）また，同窓会が主体となっての同窓会活動を促進し，活動内

容について帰国生に提案を行うとともに必要なサポートを提供す

る。 

（３）技術提案書提出時には，事業の趣旨を踏まえた同窓会活動サ

ポート内容について提案する。 

 

１３．業務完了報告書の作成（各年度） 

年度ごとに業務が終了した後，外務省に対して速やかに完了報

告書２部（留学生の学業・生活面の状況報告を含む。）を提出し，

業務の終了について外務省に通知する。特に，来日前の日本語研

修，留学生と日本側省庁関係者との交流活動，中国側協力パート

ナーによる留学生状況視察，帰国報告会，同窓会活動については，

写真等も含め詳細に記載する。 

 

１４．会計報告書の作成（各年度） 

   年度ごとに会計報告書（証拠書類（写し）を添付）を作成の上，

外務省に提出する。旅費等実費を請求する費用については，証拠

書類の写しを添付した明細書を提出する。証拠書類は項目ごとに

分類し，ファイルにとじる等，体裁を整えた上で提出する。 

 

１５．精算（各年度） 

 （１）一律計上の経費のうち，本業務に係る経費と認められるもの

については実費精算とする。 

（２）単価項目については，入札時の単価によって精算することと

する。 
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「中国若手行政官等長期育成支援事業」 

入札書内訳の作成について 

 

１．経費について 

以下の基準に基づき年度ごとに入札書内訳を作成すること。 

 

（１）現地活動経費 

      業務管理要員等渡航経費，現地スタッフ人件費，事務所借り

上げ経費，通信連絡費，車両借り上げ費，資料購入費，資料送

付費，事務所備品経費等。 

 

（２）留学生の募集選考経費 

      募集広告費，募集要項作成費，語学試験経費，書類審査経費，

受入大学教授による面接試験経費，現地運営委員会による面接

経費等。 

 

（３）来日前日本語研修経費 

      日本語指導経費，日本語教材費，会場費，留学生宿泊費・交

通費等。 

 

（４）来日前オリエンテーション及び壮行会経費 

      資料作成費，会場費，会議費，留学生交通費等。 

 

（５）大学直接経費（入学金，授業料等） 

      各大学の規定に準ずる額を支給。 

 

（６）留学生受け入れ経費 

    （ア）奨学金 

       文部科学省の基準に準ずる。 

【参考】2017 年度国費留学生（修士課程）奨学金 

144,000 円／月（大学所在地域により，2,000 円又は

3,000 円の地域加算あり） 

    （イ）往復国際航空券 
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       国際航空券については，間接費，業務管理費等の積算対象

外とする。また，日程確定後，最も安価な航空券（ＰＥＸ等

の割引航空券）を手配することとし，精算については契約締

結時の見積書の金額を上限として精算することとする。 

（ウ）宿舎関連手当 

   礼金・敷金等賃貸住宅入居に必要な手当として，210,000

円／人（１回限り）を一律計上する。ただし，学生寮や学生

会館等で保証金等のみ必要な場合は，その実費を支給。 

（エ）留学生保険加入費 

以下を補償内容とする海外旅行傷害保険への加入手続を行

う。 

対象項目 保険金額上限（単位：千円） 

傷害死亡 ５，０００ 

後遺障害 ５，０００ 

傷害治療費用 ３，０００ 

疾病治療費 ３，０００ 

疾病死亡 ５，０００ 

援護者費用 ３，０００ 

賠償責任 １０，０００ 

留学生賠償 ６０，０００ 

 

（７）来日後入学までの移動経費及び宿泊費 

  宿泊費は，10,000 円／人を一律計上する。 

 

（８）来日後オリエンテーション及び歓迎会経費 

  車両借り上げ費，会場費，講師経費，資料作成費等。 

 

（９）留学生モニタリング・突発対応経費 

   監理員経費，旅費等。 

 

（１０）日本側省庁関係者との交流会経費 

   会場費，会議費等。 

 

（１１）中国側協力パートナーによる留学生状況視察経費 

    ２名×４泊５日（最低３大学視察）で計上する。国際航空
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券については，間接費，業務管理費等の積算対象外とする。

また，日程確定後，最も安価な航空券（ＰＥＸ等の割引航空

券）を手配することとし，精算については契約締結時の見積

書の金額を上限として精算することとする。 

 

（１２）帰国報告会経費（帰国前・帰国後） 

   会場費，会議費等。 

 

（１３）留学生帰国時国内旅費 

   移動経費，宿泊費等。 

 

（１４）同窓会開催経費 

   会場費，会議費等。 

 

（１５）人件費 

本件事業に係る人件費に関する経理処理等については，別添２の「委

託事業に係る人件費に関する事務処理及び検査等マニュアル」（以下「マ

ニュアル」という。）を熟読の上，マニュアルに従い，適切な経理処理

を行うこと。なお，マニュアルに記載されているポイントは以下のとお

り。 

   ●業務日誌を含む証拠書類又は証拠物の整理・保管について 

●事業の従事者が他の法人等からの出向者等である場合の人件費の算定

方法について 

 ●時間単価の算出方法について 

   ●時間数の算出方法について 

   ●経理処理の実施方法について 

   ●業務完了報告書への記載内容について 

 

（１６）管理費 

直接経費総額から国際航空賃を除いた額の 10％を上限とし

て計上できる。 

 

 

２．積算上の条件  

国際航空券については，間接費，業務管理費等の積算対象外とす

る。また，日程確定後，最も安価な航空券（ＰＥＸ等の割引航空券）
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を手配することとし，精算については契約締結時の見積書の金額を

上限として精算することする。 

 

 

３．支払について 

（１）年度ごとに業務が終了した後，外務省に対して速やかに完了

報告書２部（留学生の学業・生活面の状況報告を含む）を提出

し，業務の終了について外務省に通知する。 

（２）年度ごとに会計報告書（証拠書類（写し）を添付。）を作成の

上，外務省に提出する。旅費等実費を請求する費用については，

証拠書類の写しを添付した明細書を提出する。証拠書類は項目

ごとに分類し，ファイルにとじる等，体裁を整えた上で提出す

る。 

（３）支払については，原則として年度ごとの精算払（実費精算）

とする。ただし，特段の理由がある場合は，財務諸表等を確認

し，財務省と協議の上，問題がなければ概算払による支払を検

討することもあり得る。 

 

４．その他（経費の細分変更） 

  業務費の細分の相互間において 20％以上の流用を必要とする場

合には，あらかじめ外務省の承認を受けなければならない。 
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別紙様式第３号 

 

業務履行保証書 

 

平成  年  月  日  

 

支出負担行為担当官 

外務省大臣官房会計課長 殿 

 

住   所 
 会  社  名                印 

（団体名） 

 代表者氏名                印 

 

  当社は，「中国若手行政官等長期育成支援事業」に関する民間競争入札に入札します。 

  なお，貴省指示の業務内容を満たすことを保証いたします。 

 

提出書類： 

①業務履行保証書（本書類）        1部 

②資格審査結果通知書（写）        1部 

③誓約書（別紙様式第４号）        1部 

④入札書（別紙様式第１号－①又は②及び別紙様式第２号）  1部 

⑤技術提案書               ６部（正１部，写５部） 

  ※ただし，写５部については，会社（団体）名のほか，応募者が特定できる情報は削除

（該当部分を黒塗り等）すること。 

 ⑥会社（団体）概要（既存のもので可）  1部 

 ⑦女性活躍推進法，次世代法及び若者雇用促進法に基づく認定等を取得している企業及び

団体等については当該認定書等の写し  1部  
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別紙様式第４号 

 

誓 約 書 

 

平成  年  月  日 

支出負担行為担当官 

外務省大臣官房会計課長 殿 

住     所 

会社（団体）名            印 

代 表 者 氏 名            印 

 
下記の事項について誓約いたします。 

なお，この誓約が虚偽であり，又はこの誓約に反したことにより，当方が不利益を被ることとなっ

ても，異議は一切申し立てません。 

 

記 

 

１ 本日現在，外務省から指名停止を受けている期間中でないこと。 

  なお，本誓約書の提出後において，「中国若手行政官等長期育成支援事業」に係る入札の開札実施

までの期間に，指名停止を受けた場合には，速やかにその旨を報告するとともに，本件入札には参

加しないこと。 

 

２ 以下の「契約の相手方として不適当な者等」に該当しないこと。また，将来にわたっても該当し

ないこと。 

  本日現在の役員名簿※を別添のとおり提出することとし，本誓約書に添付して提出した書類に係

る当方の個人情報を警察に提供することについて同意すること。 

 

（１）契約の相手方として不適当な者 

  ア 法人等（個人，法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者，法人である場合は役 

員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者，団体である場合は代表

者，理事等，その他経営に実質的に関与している者をいう。）が，暴力団（暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下同

じ）又は暴力団員（同法第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

イ 役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的，又は第三者に損害を加える目的 

をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

ウ 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して，資金等を供給し，又は便宜を供与するなど直接的ある 

いは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与しているとき 

エ 役員等が，暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき 

オ 役員等が，暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 

ア 暴力的な要求行為を行う者 

イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

ウ 取引に関して脅迫的な言動をし，又は暴力を用いる行為を行う者 

エ 偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為を行う者 

オ その他前各号に準ずる行為を行う者 
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※個人の場合は生年月日を記載すること。 

※法人の場合は役員名簿（役員の生年月日を付記）又は商業登記簿の写しを添付すること。 
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平成３１年度｢中国若手行政官等長期育成支援事業｣ 

民間競争入札（総合評価落札方式）技術提案書審査員（案） 

 

        平成３０年○月○日 

   中国・モンゴル第一課 

 

 

中国・モンゴル第一課長 １名 

  ※中国・モンゴル第一課長以外の４名については現在検討中  

                           計５名  

  

 

 

 

注：原則として５名以上の審査員を指名 
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別紙8

大項目 分類 評価基準 評価対象・確認事項 区分 基礎点 加算点

1 方針
・事業の目的及び意義を適切に理解し
た実施方針となっているか。

・以下の項目を確認
仕様書に記載の業務目的に沿った実施方針を策
定しているか。

【基礎】
左記を満たさない

場合は失格
1,000

2
・仕様書にある事業目的を十分理解
し，仕様書の内容について全て提案さ
れているか。

・以下の項目を確認
仕様書に記載の実施内容に対する提案に漏れが
無いか。

【基礎】
左記を満たさない

場合は失格
1,000

3
・視察先，講師等に関する提案力及び
企画能力を十分に有しているか。

A：視察先に関する提案及び企画に独自性や新た
な工夫が見られる。
B：講師等に関する提案及び企画に独自性や新た
な工夫が見られる。

【加点】
A：1,000
B：1,000

2,000

4
・具体的かつ実現可能性の高いモデル
日程を提示しているか。

A：モデル日程が具体的に明記されている。
B：モデル日程は無理が無く実現可能である。

【加点】
A：500
B：500

1,000

5
・追加的な提案が効果的かつ現実的
か。

A：追加提案の内容は効果的であるか。
B：追加提案の内容は現実的であるか。

【加点】
A：500
B：500

1,000

6
・親日派・知日派育成につながる具体
的な提案があるか。

A：親日派・知日派育成に繋がる具体的な提案が
あるか。
B：提案内容に特に評価すべき点が見られるか。

【加点】
A：500

B：1,000
1,500

7
・実施計画に妥当性及び実現可能性
はあるか。

実施可能な計画となっているか。
【基礎】

左記を満たさない
場合は失格

1,000

8
・質の向上に対して具体的な提案があ
り，実施について具体的な方法，計画
等が明記されているか。

A：質の向上に対して具体的かつ的確に提案がさ
れているか。
B：アクションが明確にされているか。

【加点】
A：500
B：500

1,000

9
・従来の実施方法に対する改善提案
は，質の向上を図るものとなっている
か。

A：改善提案は質の向上につながる内容である
か。
B：改善提案実施のための計画が明記されている
か。

【加点】
A：500
B：500

1,000

10
・中国政府関係機関との事業能力又は
過去の類似業務経験を有するか。

A：中国政府及び中国政府関係機関と協力して事
業を行うことができる能力を有しているか。
B：中国からの本事業に類似する留学生受入れ事
業等を実施した経験があるか。

【基礎】
左記A又はBどち
らかを満たす場合

は合格

1,000

11
・個人情報管理に関する方針及び体制
は適切か。

個人情報管理に関する方針及び管理体制が示さ
れているか。

【基礎】
左記を満たさない

場合は失格
1,000

12
・業務管理方法，人員配置計画，各人
員の業務分担等の実施体制は適切
か。

実施に当たっての人員体制が整えられているか。
また，体制図が示されているか。

【基礎】
左記を満たさない

場合は失格
1,000

13
・留学生の生活面及び健康面を含めた
サポート体制を構築できるか。

A：項番１２を踏まえて，サポート体制が具体的か
つ明確に示されているか。
B：サポート体制が個々の状況に応じて細かく対処
できるものになっているか。

【加点】
A：500
B：500

1,000

14 専門性・経験
・日本国内関係機関とのネットワーク及
び中国国内におけるネットワークを有し
ているか。

A：本業務の実施に際して活用可能な日本国内，
中国国内におけるネットワークを有するか。
B：本業務の実施に際して活用可能な日本国内，
中国国内における独自のネットワークを構築して
いるか。

【加点】
A：500

B：1,000
1,500

15 緊急時対応
・緊急時の対応として，具体的な事態を
想定し，現実的かつ効果的な体制・対
策がとれているか。

A：具体的な事態を想定した体制・対策が明記され
ているか。
B：バックアップ体制が構築されているか。

【加点】
A：500
B：500

1,000

16 経験
・業務遂行に必要な知識，知見等を有
しているか。

業務遂行に必要な知識，知見等を有することが認
められるか。

【基礎】
左記を満たさない

場合は失格
1,000

17 能力
・業務遂行に必要な語学力を有してい
るか。

業務遂行に必要な中国語能力を有することが認
められるか。

【基礎】
左記を満たさない

場合は失格
1,000

・女性活躍推進法に基づく認定（えるぼ
し認定企業）

女性の職業生活における活躍の推進に関する法
律（女性活躍推進法）に基づく認定（えるぼし認定
企業）：1段階目（※１）400点，2段階目（※１）800
点，3段階目1,000点，行動計画（※２）200点。
(※１）労働時間等の働き方に係る基準は満たすこ
と。
(※２）女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計
画の策定義務がない事業主（常時雇用する労働
者の数が300人以下のもの）に限る。（計画期間が
満了していない行動計画を策定している場合の
み）。

【加点】
1段階目　　400
2段階目　　800
3段階目　1,000
行動計画   200

・次世代法に基づく認定（くるみん認定
企業・プラチナくるみん認定企業）

次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく
認定（くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企
業）：くるみん400点，プラチナくるみん800点。

【加点】
くるみん　400

プラチナくるみん
800

・若者雇用促進法に基づく認定（ユース
エール認定企業）

青少年の雇用の促進に関する法律(若者雇用促
進法）に基づく認定：ユースエール認定800点。

【加点】
800

8,000
12,000

得点

1,000

（注）複数
の認定等
に該当す
る場合

は，最も
配点が高
い区分に
より加点
を行う。

18 認定

実施方針，
実施内容等

業務従事者の
経験・能力

内容

項番
得点配分口

実施体制

体制

（総計（基礎点＋技術評価点）） 20,000

ワーク・ライフ・
バランスの推
進に関する指

標

計画

（基礎点合計）

評価項目

（技術評価点合計）

※審査員は以下の採点基準に定める点数にて評価すること。

評価 1,000点の項目 評価 500点の項目 1,000点の項目

満たしている 1,000 非常に優れている 500 1,000

満たしていない 失格 優れている 250 500
該当なし 0 0

基礎点
加算点
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契約書（案） 
 

１ 業  務 中国若手行政官等長期育成支援事業 

 

２ 履行場所 支出負担行為担当官が指定する場所 
 
３ 履行期間 平成３１年４月★日から 

       平成３５年３月３１日まで 

 

４ 契約金額 委託業務の実施に要した経費の額。ただし，金○○○○○円也 
       （うち，消費税額及び地方消費税額○○○円）を上限とする。 

「消費税額及び地方消費税額」は，消費税法第２８条第１項及び第２９条

並びに地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき算出し

て得た額である。 
 
内 訳 

平成３１年度 
金○○○○○円也（うち，消費税額及び地方消費税額○○○円） 
 

平成３２年度 
金○○○○○円也（うち，消費税額及び地方消費税額○○○円） 
 

平成３３年度 
金○○○○○円也（うち，消費税額及び地方消費税額○○○円） 
 

平成３４年度 
金○○○○○円也（うち，消費税額及び地方消費税額○○○円） 
 

５ 契約保証金 免除 
 
６ その他の特約条項 
（１）暴力団排除に関する条項  別紙１ 
（２）秘密保全に関する条項   別紙２ 

（３）個人情報保護に関する条項 別紙３ 

 

  上記の役務提供について，発注者及び受注者は，各々の対等な立場における合意に基

づいて，次の条項により公正な契約を締結し，信義に従って誠実にこれを履行するもの

とする。 

本契約の証として本書２通を作成し，当事者記名押印の上，各自１通を保有する。 

 

  平成３１年４月★日 

 

発注者 東京都千代田区霞が関二丁目２番１号 

支出負担行為担当官  
外務省大臣官房会計課長 大鶴 哲也 印 

 

受注者 東京都●●区●●●△丁目△番△号 

株式会社△△△△△ 

代表取締役社長     ■■ ■■ 印 

収 印 

 

入 紙 
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(総則） 

第１条 発注者（以下「甲」という。）及び受注者（以下「乙」という。）は，この契約

書及び仕様書等（別記仕様書及びこの契約に関して甲・乙双方が合意した書類を含む。

以下同じ。）に従い，この契約（この契約書及び仕様書等を内容とする契約をいう。以

下同じ。）を履行しなければならない。なお，この契約書と仕様書等に異なる定めがあ

るときは，仕様書等の定めが優先するものとする。 
２ 乙は，頭書記載の業務（以下「業務」という。）を頭書記載の履行期限（以下「履行

期限」という。）（又は頭書記載の履行期間（以下「履行期間」という。）中，頭書記

載の履行期限（以下「履行期限」という。））内に完了し，甲は，その対価として第２

０条第１項により確定される金額（ただし，頭書記載の金額を上限とする。）を支払う

ものとする。 
３ 業務の内容について，この契約に定めのない事項は甲の指示に従うものとする。 
４ 乙は，この契約に特段の定めがある場合又は前項の指示若しくは甲・乙協議がある場

合を除き，業務を完了するために必要な一切の手段をその責任において定めるものとす

る。 
５ 甲及び乙は，この契約の履行に関して知り得た相手方の秘密に属する事項について，

この契約履行中，履行完了後の如何を問わず，これを漏洩又は他の目的に使用してはな

らない。なお，乙は，第７条の規定によりこの契約の一部を再委託する場合には，その

再委託先，再々委託先等についても，本規定を遵守せしめるものとする。 
６ この契約は，日本国の法令及び国が行う契約の方法に準拠するものとする。 
７ この契約に定めのない事項及び契約上の疑義については，甲・乙協議の上，円満解決

を図るものとする。 

８ この契約に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては，東京地方裁判所を第一審の

専属的合意管轄裁判所とする。 

 

（指示等及び協議の書面主義） 
第２条 この契約に定める指示，請求，通知，申出，承諾及び解除等（以下「指示等」と

いう。）は書面により行わなければならない。 
２ 前項の規定にかかわらず，緊急やむを得ない事情がある場合には，甲及び乙は，前項

に規定する指示等を口頭で行うことができる。この場合において，甲及び乙は，既に行

った指示等を書面に記載し，速やかにこれを相手方に交付するものとする。 
３ 前項の規定にかかわらず，指示等の内容が軽微なものについては，口頭で行うことが

できる。 
４ 甲及び乙は，この契約について協議を行う場合は，当該協議の内容を書面に記録する

ものとする。 

 

（業務工程表の提出） 

第３条 乙は，この契約締結後，業務工程表を作成し，速やかに甲に提出しなければなら

ない。ただし，甲が提出の必要がない旨指示した場合は，この限りではない。 

２ 甲は，必要があると認めた場合は，受理した業務工程表の修正を請求できる。 
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３ この契約の他の条項の規定により履行期限（又は履行期間）又は仕様書等が変更され

た場合においては，甲は，必要があると認めたときは，乙に対して業務工程表の再提出

を請求することができる。 

４ 業務工程表は，甲及び乙を拘束するものではない。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第４条 乙は，あらかじめ甲の承諾を得た場合を除き，この契約により生じる権利又は義

務を第三者に譲渡し，又は承継させてはならない。 

  ただし，信用保証協会及び中小企業信用保険法施行令（昭和２５年政令第３５０号）

第１条の３に規定する金融機関に対して債権を譲渡する場合にあっては，この限りでは

ない。 

２ 前項のただし書きの規定により乙が第三者に債権の譲渡を行った場合においては，甲

が行う弁済の効力は，甲が，予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第１条

第３号に規定するセンター支出官に対して，同令第４２条の２に基づき支出の決定の通

知を行った時点で生ずるものとする。 

３ 乙は，仕様書等に定める目的物（以下「成果物」という。この項においては，未完成

の成果物及び業務を行う上で得られた記録等を含む。）を第三者に譲渡し，貸与し，又

は質権その他の担保の目的に供してはならない。ただし，あらかじめ甲の承諾を得た場

合は，この限りではない。 

 

（著作権の帰属等） 

第５条 乙は，甲に対し，成果物に係る乙の著作権（著作権法（昭和４５年法律第４８号）

第２７条及び第２８条に規定する権利を含む。ただし，乙に留保する旨，甲・乙間で別

途合意された著作権は除く。）を，成果物の引渡し時にすべて甲に譲渡するものとする。 

  乙は，甲に対し，成果物に関して著作者人格権を行使しないものとする。また，乙は 

自ら成果物を公表しない。 

２ 成果物に第三者が著作権を有する著作物が含まれる場合，乙は，成果物の引渡し前に，

当該第三者から，甲が当該著作物を利用することについて許諾を得る，又は当該著作物

の著作権の譲渡を受ける等の措置を講じ，甲が当該著作物を利用できるようにしなけれ

ばならない。当該措置を行うにあたり生じた費用については，乙が負担するものとする。 

 

（第三者の権利侵害） 

第６条 乙は，甲に対し，成果物が第三者の有する著作権，特許権，実用新案権，意匠権，

商標権その他一切の権利（以下「著作権等」という。）を侵害せず，かつそのおそれの

ないことを保証するものとする。 

２ 乙は，万一成果物に関して，著作権等を侵害するとして甲と第三者との間で紛争が生

じた場合には，自己の責任と負担においてその解決を図るものとし，甲に何らの迷惑を

かけないものとする。また，乙は，かかる紛争により甲に生じた損害について賠償する

ものとする。 
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（一括再委託等の禁止） 

第７条 乙は，業務の全部又は仕様書等において指示する主たる部分を一括して第三者に

委託させてはならない。 

２ 乙は，業務の一部（前項に規定する仕様書等において指示する主たる部分を除く。以

下本条において同じ。）を合理的な理由及び必要性により第三者に委託させる場合（以

下「再委託」という。）には，あらかじめ再委託の相手方の住所，氏名，再委託を行う

業務の範囲，再委託の必要性及び契約金額について記載した書面（以下「再委託に関す

る書面」という。）を甲に提出し，甲による承認を受けなければならない。ただし，軽

微な部分を委託させようとする場合は，この限りではない。 

３ 乙は，前項による再委託の相手方の変更等を行う必要が生じた場合も，前項と同様に，

遅滞なく再委託に関する書面を甲に提出し，甲による承認を受けなければならない。 

４ 乙は，再委託の相手方が再々委託を行うなど複数の段階で再委託が行われる場合は，

当該複数の段階の再委託の相手方の住所，氏名及び再委託を行う業務の範囲を記載した

書面を甲に提出し，甲による承認を受けなければならない。また，乙は，同書面の内容

を変更する必要が生じた場合にも，書面による変更届を遅滞なく甲に提出し，甲による

承認を受けなければならない。 

５ 乙は，この契約の一部を再委託するときは，再委託した業務に伴う再委託の相手方（再

委託が数次にわたる場合はそれらの委託先を含む。）の行為について，甲に対してすべ

ての責任を負うものとする。 

６ 乙は，この契約の一部を再委託するときは，この契約を遵守するために必要な事項に

ついて，本契約書を準用して再委託の相手方と約定しなければならない。 

７ 甲は，この契約の適正な履行の確保のため必要があると認めた場合は，乙に対し更に

この契約の履行体制について書面による報告等を求めることができるものとする。 

８ 乙は，前項に基づき甲よりこの契約の履行体制について報告を求められた場合には，

速やかに甲に対して書面により報告しなければならない。 

 

（特許権等の使用） 

第８条 乙は，特許権，実用新案権，意匠権，商標権その他日本国の法令に基づき保護さ

れる第三者の権利の対象となっている履行方法を使用する場合は，その使用に関する一

切の責任を負わなければならない。 

 

（貸与品等） 

第９条 甲が乙に貸与し，又は支給する業務に必要な物品等（以下「貸与品等」という。）

の品名，数量，品質，規格又は性能，引渡場所及び引渡時期等は，仕様書等に定めると

ころによる。 

２ 乙は，甲から貸与品等の引渡しを受けた場合は，速やかに甲に対し，受領書又は借用

書を提出しなければならない。 

３ 乙は，貸与品等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

４ 乙は，業務の完了，業務内容の変更等によって不用となった貸与品等を甲に返還しな

ければならない。 
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５ 乙は，故意又は過失により貸与品等が滅失又は損傷した場合は，甲の指定した期間内

に代品を納め，若しくは原状に復して返還し，又は返還に代えて損害を賠償しなければ

ならない。 

 

（業務内容の変更等） 

第１０条 甲は，必要があると認める場合は，乙に通知して，業務内容の変更，又は業務

の全部若しくは一部（以下併せて「業務内容の変更等」という。）の中止をすることが

できる。この場合において，履行期限（又は履行期間）又は契約金額の上限を変更する

必要があるときは，甲・乙協議の上，定めるものとする。 

２ 前項の場合において，乙に損害が生じた場合は，甲は乙にその損害を賠償しなければ

ならず，この場合における賠償額は，甲・乙が協議して定める。ただし，業務内容の変

更等が甲の責めに帰すべからざる事由によるものであるときは，この限りではない。 

 

（履行の遅延） 

第１１条 乙は，履行期限内に業務を完了することができない場合は，その理由を速やか

に甲に対し通知しなければならない。 

 

（危険負担） 

第１２条 成果物の引渡し前に，生じた成果物の滅失又は損傷については，乙がその危険

を負担する。ただし，甲の責めに帰すべき事由により生じた場合は，この限りではない。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第１３条 業務を行うにあたり第三者に及ぼした損害について，当該第三者に対して損害

の賠償を行わなければならない場合は，乙がその費用を負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず，同項に規定する賠償額のうち，甲の指示その他甲の責めに

帰すべき事由により生じたものについては，甲がその費用を負担する。ただし，乙が甲

の指示が不適当であること等甲の責めに帰すべき事由があることを知りながらこれを

通知しなかった場合は，この限りではない。 

３ 前項の場合その他業務を行うにあたり第三者との間に紛争を生じた場合においては，

甲・乙協力してその処理解決にあたるものとする。 

                                                                                              

（検査及び引渡し） 

第１４条 乙は，業務を終了した場合は，その旨を甲に通知しなければならない。通知方

法は，仕様書等により定めるものとする。 

２ 甲又は甲が検査を行う者として定めた職員（以下「検査職員」という。）は，前項の規

定による通知を受けた場合は，通知を受けた日から１０日以内に乙の立会いの上，仕様

書等に定めるところにより，業務の完了を確認するための検査を行い，当該検査の結果

を乙に通知しなければならない。 

３ 前項の場合において，成果物の納入及び検査に要する費用は，特別の定めのある場合

を除き，すべて乙の負担とする。 
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４ 成果物の引渡し及び業務は，第２項の検査に合格することをもって完了とする。成果

物の所有権は，引渡しを完了した時から甲に移転するものとする。 

５ 乙は，業務が第２項の検査に合格しない場合は，直ちに修補等の適切な措置を行い，

再度検査職員の検査を受けなければならない。この場合においては，前項の規定を準用

する。 

 

（概算払い） 

第１５条 甲は，必要があると認めるときは，財務大臣と協議の上，乙の請求に基づいて，

業務に必要な経費を，乙に対し概算払いすることができる。ただし，平成３２年度，平

成３３年度，平成３４年度について，予算の成立を条件とする。 

 

（監査） 

第１６条 甲は，業務の実施状況及び前条により概算払いされた経費の使用状況について，

必要があると認めるときは，乙に対し報告を求め，又は監査を行うことができる。 

 

（経費より生じた利子） 

第１７条 乙は，第１５条により概算払いを受けた経費より生じた利子については，業務

の経費に充てなければならない。 

 

（取得物件） 

第１８条 乙は，業務を履行するため取得した物件があるときは，当該物件について帳簿

を備え，自己又は第三者の物と混同しないよう管理を行い，甲の指示があった場合には，

当該指示に従って処理又は管理を行うものとする。 

 

（経費の細分変更） 

第１９条 乙は，第１５条により概算払いを受けた経費について，同条の請求の際に乙が

申し出た経費の細分項目と異なる細分項目に流用する金額が概算払額の２０％を超え

る場合は，その流用について，あらかじめ，甲の承認を受けなければならない。 

 

（契約金額の支払） 

第２０条 乙は，第１４条第２項の検査（同条第５項において準用する場合を含む。）に合

格した旨の通知を受け，業務が完了した場合は，本契約履行の対価として真正のもので

ある金額を最終的に確定の上，甲所定の様式にかかる精算書を甲の指定する場所に速や

かに提出し，甲又は甲の指定する職員による精算書の検査・確認を受けるものとする。

甲は，当該検査・確認の結果，契約金額を確定し，それを乙に通知しなければならない。 

２ 乙は，前項の通知を受けた後，契約金額の支払を請求書により請求することができる。 

３ 甲は，前項の規定による適法な請求があった場合は，請求書を受理した日から３０日

以内（以下「約定期間」という。）に契約金額を支払わなければならない。 

４ 甲は，乙の請求書を受理した後，その請求の内容の全部又は一部が不当であることを

発見したときは，その事由を明示してその請求を拒否する旨を乙に通知するものとする。
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この場合において，その請求の内容の不当が乙の軽微な過失によるときにあっては，当

該請求の拒否を通知した日から甲が乙の不当な内容を改めた請求を受けた日までの期

間は，約定期間に算入しないものとし，その請求の内容の不当が乙の故意又は重大な過

失によるときにあっては，適法な請求があったものとしないものとする。 

５ 甲は，その責めに帰すべき事由により第１４条第２項の期間内に検査をしなかった場

合は，その期間を経過した日から検査をした日までの期間の日数は，約定期間の日数か

ら差し引くものとする。この場合において，その遅延日数が約定期間の日数を超える場

合は，約定期間は，遅延日数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみな

す。 

６ 乙は，第３項の規定に基づく甲からの支払を受領した後に，支払額が真正な金額では

ないことを知った場合は，直ちに甲に通告し，この処理に必要な手続につき甲の指示を

受けなければならない。 

７ 前項の場合において，支払額が真正な金額を超過しているにもかかわらず，乙が前項

の通告を行わなかった場合は，甲は，乙に対して，甲から乙に対する第３項の支払が行

われた日から年率５分の割合で計算した延滞金を付して，当該超過額を国庫へ返納する

よう求めることができる。 

８ 乙は，前項の超過額に係る返納領収書を保存し，甲の請求があった際には当該領収書

を速やかに提出するものとする。 

 

（差額の返納又は支払） 

第２１条 乙が第１５条の規定により概算払いされた経費を受領している場合であって，

当該概算払いの合計額が前条第１項により確定された契約金額を超えている場合は，乙

は，甲の指示により，その超過額を甲に返納しなければならない。 

２ 乙が第１５条の規定により概算払いされた経費を受領している場合であって，当該概

算払いの合計額が前条第１項により確定された契約金額に満たない場合（以下当該不足

金額を単に「不足金額」という。）は，乙は，甲に対し不足金額について請求すること

ができる。その場合には，第２０条第２項以下の規定中「契約金額」とあるのを「不足

金額」と読み替えて，これらの規定を準用する。 

 

（帳簿等の整理・保存）  

第２２条 乙は，業務の実施に要する経費に関し，業務の収支を明らかにした帳簿類を備

え，かつ，すべての証拠書類及び証拠物（以下「証拠書類等」という。）を整備しなけ

ればならない。 

２ 乙は，前項の義務を履行するため，業務に従事した者の出勤状況に関し，次の各号の

帳簿類を作成しなければならない。 

一 業務に従事した者の出勤状況を証明するに足る帳簿類 

二 前号の者ごとにおいて実際に業務に従事した時間を証明するに足る帳簿類 

３ 乙は，前項の帳簿類及びすべての証拠書類等を，業務の完了の日の属する年度終了後

５年間保存し，甲からの求めがあれば，いつでも甲に提示又は提出するものとする。 
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（善良な管理者としての義務） 

第２３条 乙は，善良なる管理者の注意をもって業務を遂行するものとし，甲の承諾なく

してこの業務を中止することはできない。 

 

（履行遅滞における損害金） 

第２４条 乙の責めに帰すべき事由により履行期限内に業務を完了することができない場

合においては，甲は，損害金の支払を乙に請求することができる。 

２ 前項の損害金の額は，契約金額の上限として定められた金額につき，遅延日数に応じ，

政府契約の支払遅延防止法等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条の規定

に基づき財務大臣が決定する率（以下「財務大臣が定める率」という。）の割合で計算

した額とする。 

 

（支払遅延） 

第２５条 甲の責めに帰すべき事由により，第２０条第３項（第２１条第２項において準

用する場合を含む。）の規定による約定期間内に，契約金額又はその不足金額の支払が

なかった場合においては，乙は，未受領代金につき，遅延日数に応じ，財務大臣が定め

る率の割合で計算した額の遅延利息の支払を甲に請求することができる。 

 

（甲の解除権） 

第２６条 甲は，乙が次の各号の一に該当する場合は，この契約の一部又は全部を，無催

告で解除することができる。 

一 正当な理由なく，業務に着手すべき期日が到来しても業務に着手しない場合。 

二 その責めに帰すべき事由により，履行期限内に業務が完了しないか，完了しないと

甲が認めた場合。 

三 前号に掲げる場合のほか，この契約に違反し，その違反によりこの契約の目的を達

成することができないと甲が認めた場合。 

四 第２８条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出た場合。 

五 信用状態に重大な変更が生じたとき。 

六 この契約について不正行為をしたときその他この契約を継続し難い重大な事由が

あると甲が認めたとき。 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては，乙は，契約金額の上限とし

て定められた金額の１０分の１に相当する額を違約金として甲の指定する期間内に支

払わなければならない。 

３ 前項の規定は，甲に生じた実際の損害金の額が違約金の額を超過する場合において，

甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（甲の任意解除） 

第２６条の２ 甲は，業務が完了するまでの間は，前条第１項の規定によるほか，必要が

ある場合は，この契約を解除することができる。 

２ 甲は，前項の規定によりこの契約を解除したことによって乙に損害を及ぼした場合は，
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甲・乙協議の上，その損害を賠償しなければならない。 

 

（損害賠償） 

第２７条 甲は，乙に契約義務違反がある場合で，甲に損害が生じた場合は，乙に対し損

害賠償を請求できるものとする。 

 

（乙の解除権） 

第２８条 乙は，甲がこの契約に違反し，その違反によってこの契約の履行が不可能とな

った場合は，この契約を解除することができる。 

２ 乙は，前項の規定によりこの契約を解除した場合において，損害があるときは，その

損害の賠償を甲に請求することができる。 

 

（解除の効果） 

第２９条 この契約が解除された場合には，第１条第２項に規定する甲及び乙の義務は消

滅する。この場合において，乙は，第１５条の規定により概算払いされた経費を受領し

ているときは，甲に対し，当該経費を返納するものとする。 

２ 甲は，前項の規定にかかわらず，この契約が解除された場合において，乙が既に業務

を終了した部分（以下「既履行部分」という。）があると認めたときは，第１４条の規

定に基づき既履行部分を検査の上，当該検査に合格した既履行部分につき，第２０条及

び第２１条の規定に基づき，相応する契約金額の精算を行うものとする。 

 

（賠償金等の徴収） 

第３０条 乙がこの契約に基づく賠償金，損害金又は違約金，返納金等（以下「賠償金等」

という。）を甲の指定する期間内に支払わない場合は，甲は，乙に対し，賠償金等の額

に，甲の指定する期間を経過した日から支払済みまで年５パーセントの割合に基づく遅

延損害金を付した額の支払を求めることができる。 

 

（談合等の不正行為に係る解除） 

第３１条 甲は，この契約に関し，乙が次の各号の一に該当するときは，この契約の全部

又は一部を解除することができる。 

一 公正取引委員会が，乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人であるときは，そ

の役員又は使用人。以下同じ。）に対して私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す

る法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第７条又は同法第

８条の２（同法第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定によ

る排除措置命令を行ったとき，同法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み

替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を行ったとき，又は同

法第７条の２第１８項若しくは第２１項の規定による課徴金の納付を命じない旨の

通知を行ったとき。 

二 乙又は乙の代理人が，刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは同法

第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定に
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該当する被疑事実により公訴を提起されたとき。 

２ 乙は，この契約に関して，乙又は乙の代理人が前項各号に該当した場合には，速やか

に，当該処分等に係る関係書類を甲に提出しなければならない。 

 

（談合等の不正行為に係る違約金） 

第３２条 乙は，この契約に関し，次の各号の一に該当するときは，甲が契約の全部又は

一部を解除するか否かにかかわらず，契約金額の上限として定められた金額（契約締結

後に契約金額の上限の変更があった場合には，変更後の契約金額）の１０分の１に相当

する額を違約金として甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

一 公正取引委員会が，乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条第１項若しくは同

法第８条の２（同法第８条第１号又は第２号に該当する行為の場合に限る。）の規

定による排除措置命令を行い，当該排除措置命令が確定したとき。 

二 公正取引委員会が，乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条第２項の排除措置

命令を行い，当該排除措置命令が確定したとき，又は抗告訴訟において当該排除措

置命令について，同法第３条又は第６条に違反する行為があったものの当該排除措

置命令の必要がないことを理由にその全部を取り消す旨の判決が確定したとき。 

三 公正取引委員会が，乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１項（同法

第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付

命令を行い，当該納付命令が確定したとき。 

四 公正取引委員会が，乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１８項又は

第２１項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。 

五 乙又は乙の代理人が，刑法第９６条の６若しくは同法第１９８条又は独占禁止法第

８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

２ 乙は，前項第５号に規定する場合に該当し，かつ次の各号の一に該当するときは，前

項の契約金額の上限として定められた金額（契約締結後に契約金額の上限に変更があっ

た場合には，変更後の契約金額）の１０分の１に相当する額のほか，当該金額の２０分

の１に相当する額を違約金として甲が指定する期日までに支払わなければならない。 

一 公正取引委員会が，乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１項及び第

７項の規定による納付命令を行い，当該納付命令が確定したとき。 

二 当該刑の確定において，乙が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。 

三 乙が甲に対し，独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出して

いるとき。 

３ 乙は，契約の履行を理由として前各項の違約金を免れることができない。 

４ 第１項及び第２項の規定は，甲に生じた実際の損害金の額が違約金の額を超過する場

合において，甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

                              （以上） 
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別紙１ 

 

暴力団排除に関する条項 

 

 （属性要件に基づく契約解除） 

第１条 甲（発注者をいう。以下同じ。）は，乙（契約の相手方をいう。以下同じ。）が

次の各号の一に該当すると認められるときは，何らの催告を要せず，この契約を解除す

ることができる。 

 (1) 法人等（個人，法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者，法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者，団体である場合は代表者，理事等，その他経営に実質的に関与している者を

いう。）が，暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

 (2)  役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

 (3) 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して，資金等を供給し，又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与しているとき 

 (4) 役員等が，暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

しているとき 

 (5) 役員等が，暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

 （行為要件に基づく契約解除） 

第２条 甲は，乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をした場合は，

何らの催告を要せず，この契約を解除することができる。 

 (1) 暴力的な要求行為 

 (2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

 (3) 取引に関して脅迫的な言動をし，又は暴力を用いる行為 

 (4) 偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為 

 (5) その他前各号に準ずる行為 

 

 （表明確約） 

第３条 乙は，前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し，かつ，将来にわたって

も該当しないことを確約する。 

２ 乙は，この契約に関し，前２条各号の一に該当する者（以下「解除対象者」という。）

を受託者等（委託，資材又は原材料の購入契約その他契約（以下「委託契約等」という。）

の相手方をいう。委託契約等が数次にわたるときは，その全てを含む。以下同じ。）と

しないことを確約する。 

 

 （委託契約等に関する契約解除） 
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第４条 乙は，前条第２項の委託契約等の締結後に，受託者等が解除対象者であることが

判明したときは，直ちに当該受託者等との契約を解除し，又は受託者等に対して当該解

除対象者との契約を解除させる等の措置を講じなければならない。 

２ 甲は，乙が，前条第２項にかかわらず，受託者等が解除対象者であることを知りなが

ら契約したとき，若しくは受託者等が解除対象者と委託契約等を締結するのを承認した

とき，又は正当な理由がないのに前項の規定に違反したときは，何らの催告を要せず，

この契約を解除することができる。 

 

 （損害賠償） 

第５条 甲は，第１条，第２条及び前条第２項の規定によりこの契約を解除した場合は，

これにより乙に生じた損害について，何ら賠償ないし補償することは要しない。 

２ 乙は，甲が第１条，第２条及び前条第２項の規定によりこの契約を解除した場合にお

いて，甲に損害が生じたときは，その損害を賠償するものとする。 

 

 （不当介入に関する通報・報告） 

第６条 乙は，自ら又は受託者等が，暴力団，暴力団員，社会運動・政治運動標ぼうゴロ

等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）

を受けた場合は，これを拒否し，又は受託者等をしてこれを拒否させるとともに，速や

かに不当介入の事実を甲に報告するとともに，警察への通報及び捜査上必要な協力を行

うものとする。 

（了） 
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別紙２ 

秘密保全に関する条項 

 

本契約に基づき秘密保全に関する条項を定める。 

なお，本条項において「甲」とは，外務省アジア大洋州局中国・モンゴル第一課長 岩

本 桂一を，「乙」とは，【契約先】をいう。 

 

（目的） 

第１条 本条項は，契約書に基づく秘密の保全に関し，乙の業務に係わる環境及び文書の

取り扱い等を明確にし，もって乙における秘密保全に万全を期すことを目的とする。 

 

（秘密保全の義務） 

第２条 乙は，（甲のための業務を行っている事実を含め）業務において知り得た事項及び

文書について本契約期間中はもちろん，契約終了後も引き続き他に漏洩してはなら

ない。 

  ２ 乙は，乙の従業員の故意または過失により甲の秘密が漏洩した場合であっても，

乙はその責任を負う。 

 

（秘密保全責任者） 

第３条 乙は，秘密保全を徹底させるため秘密保全責任者を定める。右責任者は第３項を

兼務できるものとする。 

  ２ 乙は，下請け業者等については業者別に秘密保全責任者を定め，氏名を甲に文書

をもって報告することとし，変更があった場合も同様とする。 

  ３ 乙は，前項の秘密保全責任者を総括する秘密保全総括責任者を定めることとする。 

 

（指名職員等） 

第４条 乙は，業務開始までに，甲との「助言」以外の業務に携わる職員を指名し，指名

した職員の名簿を甲に提出する。変更があった場合も同様とする。（以下「指名職員」

とする。） 

  ２ 「助言」に関わる業務について，指名職員以外の職員が関与する場合は，その職

員の氏名を事前に甲に通報し，甲の承認を得る。また，職員以外の者が関与する場

合は，事前に甲と協議する。 

 

（文書の定義） 

第５条 文書とは，業務上必要となる個人情報が含まれる各種書類及び甲との間で交わさ

れる照会，回答，報告等の書類をいう。 

（秘密指定） 

第６条 乙において保管される文書は，乙の内部規則に基づき秘密区分を指定する。 

  ２ 秘密区分の指定にあたっては，もっとも高度な秘密保全を期待される指定としな

ければならない。 
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（秘密表示の標記） 

第７条 乙は，保存を要する文書については，指定を明確にするため，文書の表紙または

各頁に標記印（朱印）を押印しなければならない。 

  ２ 乙は，保存を要しない文書（メモ等）で秘密表示の標記が困難な文書については，

秘密表示の標記を省略することができるが，用済後は速やかに廃棄処分する。 

 

（文書閲覧者） 

第８条 文書は業務上これを取り扱う指名職員以外の閲覧を認めてはならない。また，指

名職員に対しても業務に必要な限度を超えて閲覧させてはならない。 

 

（文書の保管） 

第９条 乙は，保存を要する文書の保管にあたっては，一定の基準（乙の内部規則）に基

づきファイルの上，秘密保全責任者または秘密保全責任者の指定する者の管理下に

おいて保管しなければならない。 

  ２ １日の業務終了後は，秘密文書を業務実施現場内に放置せず，施設内の所定の場

所に保管する。 

  ３ 文書の保管は，金庫または施錠可能な金属製キャビネットに保管する等，適切な

方法で行う。 

 

（文書の作成部数及び複製） 

第１０条 乙は，文書の作成部数は業務の遂行に必要な最少の部数とし，また複製にあた

っては秘密保全責任者の許可を得る等の措置をとるとともに，原本には作成部数

及び配布先を明記する。 

 

（文書の送付） 

第１１条 乙による文書の送付は，甲が求めた場合は，指名職員による携行のみに限り，

乙は，郵送，ファクシミリ，電子メール等漏洩の危険性のある手段により送信し

てはならない。 

 

（文書の廃棄） 

第１２条 乙は，不要となった文書を速やかに廃棄しなければならない。 

   ２ 文書の廃棄は，焼却または文書裁断機（１ミリｘ１０ミリ以下のクロスカット）

によって行う。 

 

 

（事故発生時の措置） 

第１３条 乙は秘密の漏洩及び紛失等の事故が発生し，またはそれらの疑いまたは恐れが

ある場合は，適切な措置をとるとともに，その詳細を遅滞なく甲に報告しなけれ

ばならない。 
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（秘密保全規則） 

第１４条 乙は，本条項に基づき本条項締結の日から１ヶ月以内（作業の開始日が１ヶ月

以内に到来する場合は作業開始の日まで）に秘密保全に関する実施規則及び乙の

内部規則を甲に提出し，甲の承認を得なければならない。但し，甲の承認済みの

ものである場合はこの限りではない。 

   ２ 乙は，前項により甲の承認を得た規則を変更または改正する場合は，予め，ま

たは，事後に，文書をもって甲の承認を得なければならない。 

 

（教育） 

第１５条 秘密保全責任者は，指名職員に対して本規定の内容を周知徹底させるため必要

な教育を行う。 

 

（適用除外） 

第１６条 指名職員以外の閲覧を認めざるを得ない，経理上必要となる台帳等については，

本条項の適用除外とする。 

 

（以上） 
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別紙３ 

個人情報保護に関する条項 

 

本契約に基づき個人情報保護に関する条項を定める。なお，本条項において「甲」とは，

外務省アジア大洋州局中国・モンゴル第一課長 岩本 桂一を，「乙」とは，【契 約 先】

をいう。 

 

（目的） 

第１条  本条項は，乙における作業環境及び個人情報の取扱い等を明確にし，もって乙

における本契約に係る個人情報の管理に万全を期すことを目的とする。 

 

（個人情報に関する秘密保持の義務） 

第２条  乙は，作業において取得し，取り扱う個人情報（以下「当該個人情報」という。）

について，本契約期間中，契約終了後の如何を問わず，その秘密保持の義務を負うとと

もに，あらかじめ定められた利用目的以外の目的のために利用してはならない。 

 

（個人情報管理責任者） 

第３条 乙は，当該個人情報の保護を徹底するため個人情報管理責任者を定める。 

 

（業務従事者） 

第４条 乙は，業務に従事する者（以下「業務従事者」という。）全員の名簿を作成の上，

文書をもって甲に報告し承認を得るものとする。変更があった場合も同様とする。 

 

（当該個人情報の管理等） 

第５条  乙は，当該個人情報の管理に当たっては，本条項第３条に規定する個人情報管

理責任者の指定する者の監督の下，その漏えい，滅失，き損（以下「漏えい等」という。）

を防止するために，当該個人情報が記録されたコンピュータ又は記録媒体へのパスワー

ド設定や，外部からの不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁止等に関する法律（平

成１１年法律第１２８号）第２条第４項に規定する不正アクセス行為をいう。）防止措置

を施すとともに，外部記録媒体については施錠可能な金属製のキャビネットに保管する

等，乙の内部規則にも基づいて適切な方法で行う。 

２ 乙は，乙の従業員の故意又は過失により当該個人情報の漏えい等の事案が発生した場

合にはその責任を負う。 

 

（当該個人情報の複製の制限） 

第６条  乙は，当該個人情報を複製する必要がある場合には，その部数を必要最小限に

限る。 

 

（再委託の制限と責任） 

第７条 乙は，本契約第７条に基づいて再委託を行う場合には，再委託先について文書を
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もって甲に報告し承認を得るものとする。 

２ 乙は，本契約第５条に基づいて再委託を行う場合には，再委託の相手方にも乙が負う

ものと同等の義務を負わせるとともに，第１０条に規定する定期的検査を受けさせるも

のとする。 

３ 乙は，再委託の相手方により当該個人情報の漏えい等又はあらかじめ定められた利用

目的以外の目的のための利用が生じたときは，再委託の相手方と連帯して甲に対する責

任を負うものとする。 

 

（当該個人情報の送信等の制限） 

第８条 乙は，当該個人情報の送信について，甲の許可を得た場合を除き，郵送，ファク

シミリ，電子メール等漏えい等の危険性のある手段を使用してはならない。 

 

（委託業務終了時における当該個人情報の消去等） 

第９条 乙は，委託を受けた業務を終了したときには，当該個人情報を速やかに消去し，

当該個人情報が記録されていた媒体を甲に返却しなければならない。契約の終了時も同

様とする。 

 

（定期的検査） 

第１０条 乙は，当該個人情報の管理の状況について，当該個人情報の秘匿性等その内容

に応じて，甲による年１回以上の定期的検査を受けるものとする。 

 

（事案発生時の措置） 

第１１条 乙は，当該個人情報の漏えい等の事案が発生し，又はそのおそれがある場合に

は，当該事案の発生した経緯，内容，被害状況等を調査し，速やかに甲に報告しなけれ

ばならない。 

 

（教育） 

第１２条 個人情報管理責任者は，業務従事者に対して本条項の内容を周知徹底するため

に必要な教育を行う。 

 

（違反時の措置） 

第１３条 乙が前各条に規定する事項に違反した場合には，乙は，甲に対して損害賠償責

任を負う。 

２ 乙が前各条に規定する事項に違反した場合には，乙は，本契約第２６条により契約を

解除されることに同意するものとする。 

 

以 上 
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委託事業に係る人件費に関する事務処理及び検査等マニュアル 

 

 

                                                         平成２２年 ９月２２日 

                               平成２６年１２月 １日改訂 

                                                         外務省大臣官房会計課長 

 

 本マニュアルは，委託事業に係る人件費に関する事務処理及び検査等を実施する際に必要な基本

的事項を記載しており，委託事業は国費が使用されることを念頭に，本マニュアルに基づき，委託

事業の適切な実施及び委託事業の実施者（以下「受託者」という。）と外務省の間で適正な検査等

が実施されることを目的とします。 

 

１ 委託事業について 

（１）委託事業の定義 

  委託事業とは，本来的に国が自ら行うべき事業等をその執行の適宜性・効率性等にかんがみて，

他の機関（地方公共団体，公益法人，民間団体等）又は特定の者に委託して行わせ，一定の事業

等の処理という統一した労務を目的とするもので，必ずしも完成した事業等の結果のみを目的と

はしないが，事業等の処理は受託者が独自の識見才能によってこれをするものをいいます。 

（注）対象事業例としては，労務を目的とするもので①調査・研究業務，②評価・その他専門的な 

報告書作成等業務，③委員会等事務局運営業務，等が考えられますが，右はあくまで一例であ 

り，業務内容により委託事業であるか否かを判断することとなります。 

 

（２）経理処理の基本ルール 

  委託事業の経理処理にあたっては，対象となる経費を明確に区分して処理することになります。 

また，適切な経理処理を行うにあたり，通常の経理処理・業務・管理とは異なる部分があるの

で留意して下さい。 

  なお，本マニュアルに必ずしも沿わない処理であっても，状況に応じた適切な考え方に基づい

ていれば認めることがあります。ただし，適用にあたっては，事前に外務省にて当該案件にかか

る個別に定めた規則により運用が可能であることが前提となります。 

  検査等により経費の虚偽申請や過大請求等による委託費の受給等の不正行為が判明した場合に

は，契約の解除，委託費の全部又は一部の返還命令，利息の納付，不正内容の公表，刑事告訴等

の処分が科せられる場合がありますので適正な経理処理を行って下さい。 

   

（３）事業実施中の留意事項 

  委託事業実施中に，当初予定していた事業の取り止めや変更などが必要となった場合は，委託 
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契約書等に則り所定の手続きが必要となります。受託者は，委託契約書，募集要領及び本マニュ

アル等を熟読の上，不明な点については，外務省担当職員と緊密に連絡を取り，事業を実施して

下さい。  

 

２ 人件費に関する経理処理 

（１）基本事項 

 ア 人件費の定義 

人件費とは，委託事業に直接従事する者(以下，「事業従事者」という。)の直接作業時間に 

対する給料その他手当てをいいます。業務運営及び運営管理の確認のため，委託事業に係る委 

託従事者の役割分担が分かる資料(体制図)を作成するのが望ましいと考えます。  

イ 人件費の算出方法 

人件費は原則として，２（２）及び（３）により構成要素ごとに計算します。 

なお，時間単価は事業従事者一人一人について算出します。時間単価の算出方法は，委託契 

約締結時のものとし，その後，実績報告・確定時において変更することはできません。 

   また，時間数については，当該事業に従事した分についてのみ計上して下さい。時間数の算 

出にあたっては，業務日誌の作成が基本となります。 

     人件費＝時間単価×（直接作業）時間数 

（注）他の法人からの出向者など，事業従事者に対し受託者以外から給与等が支払われている場 

合は，受託者が負担した分のみを計上して下さい（受託者以外からの支払分を控除して計上， 

又は時間単価の算出にあたり控除して時間単価を算出して下さい。）。 

 ウ 概算見積 

   契約締結時に，２（２）により算出した時間単価に想定時間数を乗じた概算見積額を算出 

し，事業全体の概算見積書に,適用した算出方法及び概算金額を記載して下さい。 

 エ 精算 

   当該事業が終了した際，速やかに精算を行うこととなりますので，各項目に挙げる業務日 

誌等の必要となる証拠書類又は証拠物の精査を行いながら，２（２）及び（３）に従って精 

算金額を確定して下さい。 

なお，精算金額については，契約金額を上限とします（業務内容等に変更が生じ，当省の了 

解を得ている場合を除く。）。 

 

（２）時間単価の算出方法  

  時間単価の積算は原則として以下の何れかの計算式により算出した額の範囲内とします。 

 ア 実績による単価計算（以下，「実績単価計算」という。） 

 （ア）正職員，出向者及び臨時雇用職員（単純作業を行うアルバイトではなく，正職員と同等以

又は補助者として一定の経験がある者）の人件費単価の積算方法 
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   人件費時間単価＝（年間総支給額＋年間法定福利費）÷年間理論総労働時間 

   ・「年間」について 

原則として，概算見積時においては，概算見積書作成日の属する月又は前月から遡った 

１年間とし，また，精算時においては，業務完了日の属する月又は前月から遡った１年間 

とします。 

なお，概算見積時又は精算時において，事務処理上これによりがたい場合は，外務省担 

当職員の了解を得た上で，それぞれ直近の月から遡った１年間を可とします。 

     ・法定福利費は健康保険料，厚生年金保険料（厚生年金基金の掛金部分を含む），労働保険 

料，児童手当拠出金，労働基準法の休業補償等の事業者負担分とします。 

      ・年間理論総労働時間は年間就業カレンダー等から年間所定就業日数を算出し，就業規則等 

から１日あたりの所定労働時間を算出し，それぞれ算出した日数及び時間を乗じて得た時

間です。 

      ・年間総支給額は，基本給，管理職手当，都市手当，住宅手当，家族手当，通勤手当等の諸 

手当及び賞与を含めることができますが，時間外手当，食事手当などの福利厚生面で補助

として助成されているものは含めることができません。 

   ・出向者及び臨時雇用職員の年間総支給額及び年間法定福利費は，受託者が負担した年間給 

与及び年間法定福利費とします。 

            ・所定時間外労働を含む従事時間が年間理論総労働時間を超える場合は，時間単価の調整が 

必要となります。 

  （イ）時間外手当がない管理職等の時間単価の算定方法 

   原則として管理職等の時間単価は，「（年間総支給額＋年間法定福利費）÷年間理論総労働 

時間」の積算とし，やむを得ず委託業務上時間外も業務を要することとなった場合は，確定時 

に「（年間総支給額＋年間法定福利費）÷年間実総労働時間」の積算により精算するものとし 

ます。 

  （注）時間外の費用の計上にあたっては，業務日誌以外にタイムカード等により年間実総労働時 

間を立証できる場合に限ります。 

   年間実総労働時間＝年間理論総労働時間＋委託事業及び自主事業等における時間外の従事時間数 

イ 受託規程に基づく単価計算 

   受託者に受託単価規程等が存在し，受託単価が適用される職員が事業従事者となる場合は， 

同規程における単価の積算の精査（規程されている単価が月額又は日額となっている場合は， 

月間所定就業日数，就業規則等から１日あたりの所定労働時間を算出し，右日数，時間で除算 

した時間単価としますので，右計算式を提示してください。）を委託契約締結時に行った上で 

同規程に基づく受託単価により算出（以下「受託単価計算」という。）します。 

 なお，契約期間中に受託単価規程等が改訂された場合は，速やかに改訂後の同規程を提出し， 

報告を行うとともに,精算にあたっては，改訂された日の前日までに実施したものについては， 
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改訂前の単価を適用し，また，改訂された日以降に実施したものについては，改訂後の単価を 

適用してください。 

 （ア）正職員の受託人件費時間単価は，受託単価規程等に基づく時間単価を使用します。 

 （イ）出向者（２（１）イ（注）に留意が必要です。），臨時雇用職員の受託単価計算は，受託

人件費単価を定めている場合であっても，次のとおり計算します。 

受託人件費単価=(受託者が負担した年間総支給額＋年間法定福利費)÷年間理論総労働時間 

           （注）受託者が負担した年間総支給額には時間外手当は含めません。   

（注）競争入札により委託契約を締結する受託者は，積算における２（２）ア又はイと同等以上 

の明確な算出根拠を示すことにより２（２）ア又はイによらず人件費の単価を算出すること 

ができます。 

 

（３）時間数の算出（直接作業） 

従事時間の算定を行うため，業務日誌の作成が必要となります。様式は特に問いませんが，次 

の点に注意して下さい。 

 ア 人件費の対象となっている事業従事者毎の業務日誌を整備の上，提出して下さい（他の委託 

事業・補助事業及び自主事業等の従事時間・内容を当該委託事業と重複して記載しないよう十 

分注意して下さい。）。 

 イ 業務日誌の記載は，事業に従事した者本人が自分で毎日記載して下さい(数週間分まとめて記 

載することや，他の者が記載すること等，事実と異なる記載とならないよう注意して下さい。）。 

 ウ 当該委託事業に従事した時間を記載して下さい。なお，従事した時間に所定時間外労働（残 

業・休日出勤等）を含む場合は，以下のとおりとします。 

 （ア）委託事業の内容から，平日に所定時間外労働が必要不可欠な場合で，受託者が残業手当を 

支給している場合。 

 （イ）委託事業の内容から，休日出勤（例：土日にシンポジウムを開催等）が必要である場合で， 

受託者が休日手当を支給している場合。ただし，支給していない場合でも受託者が代休を手 

当てしている場合は同様とします。 

 エ 昼休みや休憩時間は，除外して下さい。 

 オ 当該委託事業における具体的な従事内容（出張，会議，研究等）がわかるように記載して下 

さい。なお，出張等における移動時間についても当該委託事業のために従事した時間として計 

上することができます。ただし，出張行程に他の事業が含まれる場合の按分及び所定労働時間

外の移動に関する計上等について考慮する必要（２（３）ウ）があります。 

 カ 当該委託事業以外の業務を兼務している場合は，他の事業と当該委託事業の従事状況を確認 

できるようにして下さい。 

 キ 責任者は出勤簿等帳票類と矛盾がないか，他の事業と重複して記載していないか，証明でき 

るようにして下さい。 
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（４）経理処理の実施方法 

 ア 実績単価計算により算定する場合 

   時間単価計算の基礎となる給与台帳又は給与明細，年間所定労働時間算出表（年間営業カレ 

ンダーと就業規則等）を整備し（受託者にて保管），整備された資料を基に時間単価を算出し 

ます。委託事業に係る事業従事者の時間単価算出に係る表，並びに個人別に月額人件費を集計 

した表を作成・整理の上，提出して下さい。 

なお，時間給算出に法定福利費（受託者負担分）を計上する場合は，健康保険・厚生年金保 

険料額表等に基づく事業者負担割合を計上し，根拠を示す書類を作成・整理の上，提出して下 

さい。保健等級や保険料率の変更があった場合には，変更による影響を加味して法定福利費を 

計算します。 

 イ 受託単価計算により算定する場合 

   受託人件費時間単価の積算を証明できる資料を整備の上，提出して下さい。 

 

３ 補助人件費に関する経理処理 

 補助人件費とは，事業を実施するために必要な業務補助を行う補助員（アルバイト等）の賃金等

をいい，以下の点に注意して実施して下さい。 

（１）契約書等により補助員の業務内容を明らかにして下さい。 

（２）補助員の時間単価においては，契約書等による時間単価より算出して下さい。 

（３）出勤簿，タイムカード等を整備（受託者にて保管）して下さい。 

（４）従事した時間に所定時間外労働（残業・休日出勤等）を含む場合は，以下のとおりとします。 

  ア 委託事業の内容から，平日に所定時間外労働が必要不可欠な場合で，受託者が残業手当を支 

給している場合。 

 イ 委託事業の内容から，休日出勤（例：土日にシンポジウムを開催等）が必要である場合で， 

受託者が休日手当を支給している場合。ただし，支給していない場合でも受託者が代休を手当

てしている場合は同様とします。 

（５）補助員の賃金の支払が確認できる資料（銀行振込受領書等）を提出して下さい。 

（６）補助人件費に対する源泉徴収（受託者において預かり金処理又は税務署に納付等）の状況を 

明らかにし，右がわかる資料を保管して下さい。 

（７）業務日誌を備え，当該事業の従事時間を明らかにしてください。 

 

４ 再委託に関する人件費の事務処理 

 再委託とは，当該事業を行うために必要な事業の中で，受託者が直接実施することができないも

の又は適当でないものについて，他の事業者に委託して行わせるものをいい，再委託の実施に際し

ては，本マニュアルと同等の経理処理を行うよう再委託事業者を指導し，また，再委託先に対する
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人件費支払額を確定する場合は，受託者自身が本マニュアルに基づいて各種帳票類を確認しなけれ

ばなりません。 

なお，再委託先から再委託の実績（完了）報告を受けた場合は，報告書の書類の審査及び必要に

応じて，適正な検査を行った上で人件費を確定して下さい。 

 

５ 実績報告書（完了報告書）等の作成 

 当該事業が終了した際，契約期間内に委託契約書等に従って人件費の算定に係る報告を行うこと

になりますが，上記各項目に挙げた精算に必要となる業務日誌等の証拠書類又は証拠物の写しを添

付の上，当該事業の内容，成果等の報告（実績（完了）報告書等の提出）に含めて報告して下さい。

実績（完了）報告書等は委託契約において支払うべき額を確定する根拠となる資料であることから，

適正に作成することが必要です。  

 

６ 検 査 

 検査は，当該事業の適正な執行を確保するため，実績（完了）報告書等の提出を受けた時は遅滞

なく実施しますが，人件費の算定にあたって提出された関係書類のみでなく，これに関連する詳細

な証拠書類等の確認を行う必要があると判断した場合は，受託先において，帳簿及び支出内容を証

する証拠書類又は証拠物の調査・確認を行うことになります。 

 検査を行うのは，検査職員（任命を受けた外務省担当職員）によりますが（本マニュアルに沿っ

て検査を行います。），当該事業の事業計画（事業期間内に開始・終了しているか，事業目的に適

合しているか等）に基づいて行われるのはもちろんのこと，経理処理については主に以下のことが

遵守されているかを確認して下さい。 

 ・当該事業期間中に発生したものであるか。 

 ・他の資金と混同して使用していないか。 

 ・法令や内規に照らして適正か。 

 検査は，事業期間中でも必要に応じて行うことがあり，また，限られた時間の中で資料の確認を

行わなければならないので，適正な書類整理・確認を行って下さい。 

また，別添のチェックリストを参考に自主点検を行い検査の効率的な実施に協力して下さい。 

 

７ その他（有給休暇の取り扱い） 

 人件費，又は賃金の計上に当たっては，原則として委託事業に従事している必要があります。 

ただし，以下の条件を全て満たす場合には，人件費，賃金で被雇用者の有給休暇取得に伴う費用を 

計上することを認めることがあります。 

（１）雇用契約書，労働条件通知書等で，当該雇用者が１会計年度を通して本委託事業のみに従事

することが明確になっていること。 

（２）雇用契約書，労働条件通知書等に有給休暇の取り扱いが規定されていること（規定されてい
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ない場合には雇用責任者の証明書，受託者の規定等により明確になっていること）。 

（３）委託事業に従事するために雇用されたことに伴い付与された有給休暇の日数の範囲内である

こと（有給休暇を付与することになる日及び日数については，各受託者の規定に基づきます。） 

 なお，夏季休暇，産前・産後休暇等，連続して長期に委託事業に従事しないことが予め明確

な場合及び年次休暇であっても，退職前に連続して取得し，そのまま退職するなど，年次休暇

取得以降委託事業に従事しないことが明確な場合については，委託費への計上は認められませ

ん。 

例外 

 月俸・年俸制により雇用されている者については，年次休暇，夏季休暇を取得した場合であ

っても当該月俸・年俸に変動が無いことから，上記にかかわらず委託契約期間中の費用として

人件費，賃金に計上することができます。 

   ただし，産前・産後休暇，退職前の長期連続休暇等，明らかに長期に渡り委託事業に従事し

ない休暇については，委託費への計上は認められません。 

  

以上 
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「中国若手行政官等長期育成支援事業」に関する  

仕様書 
 

１．業務の目的・背景  

日本政府により実施されている中国若手行政官等長期育成支援事

業（以下「本事業」という。）は，中国の優秀な若手行政官等を日本

の大学（修士課程等）に１～２年間留学生として受け入れ，日本の

大学院での研究等を通じて，日本の優れた制度や我が国の経験・ノ

ウハウ等の専門知識を習得するとともに，日中両国間の政府レベル

での相互理解を増進することを目的としている。 

留学生は，各分野で人的ネットワークを構築することが期待され，

帰国後は日本での留学経験を活かし，中国が直面している様々な諸

課題を実践的に解決する専門家として各公的機関で活躍するととも

に，日中友好の架け橋となることが期待される。 

民間事業者においては，日本政府が掲げる上記目的の達成に向け，

中国の若手行政官等が学位の取得のみならず，語学や日本の文化・

経済・社会等をより深く理解することができるプログラムを企画・

運営することを目的とする。 

 

２．業務の内容  

（１）実施期間 

   平成 31 年４月～平成 35 年３月（予定） 

   ただし，各年度の予算の成立を条件とする。 

   ※日本への留学期間は平成 32 年９月から原則２年間。 

（２）対象者 

中国中央政府及び地方政府の若手行政官 27 名（当初予定） 

（３）本事業における意思決定機関 

    本事業においては在中国日本国大使館及び中華人民共和国商

務部から構成される現地運営委員会を意思決定機関とする。 

（４）各年度の業務内容 

  ①平成 31 年度（平成 31 年４月～平成 32 年３月） 

  ・事業実施方針の策定のための提案 

  ・受入大学との調整 

  ・留学生の募集選考 

・大学への出願手続 

  ②平成 32 年度（平成 32 年４月～平成 33 年３月） 

・留学生の来日に係る手配 
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・来日前の日本語研修の実施 

・来日前及び来日後のオリエンテーション及び生活基盤整備 

  ・留学生と日本側省庁関係者との交流活動の実施 

  ・留学生に対する奨学金支給 

  ・大学への学費等支給 

  ・留学生に対するモニタリング・突発事態対応 

  ③平成 33 年度（平成 33 年４月～平成 34 年３月） 

・留学生に対する奨学金支給 

  ・大学への学費等支給 

  ・留学生に対するモニタリング・突発事態対応 

  ・中国側協力パートナーによる留学状況視察の手配 

・留学生の帰国に係る手配 

  ・帰国報告会の実施 

  ・同窓会活動のサポート 

  ④平成 34 年度（平成 34 年４月～平成 35 年３月） 

  ・留学生に対する奨学金支給 

  ・大学への学費等支給 

・留学生に対するモニタリング・突発事態対応 

  ・留学生の帰国に係る手配 

  ・帰国報告会の実施  

  ・同窓会活動のサポート 

（５）成果物等 

年度ごとに業務が終了した後，外務省に対して速やかに完了報

告書２部（留学生の学業・生活面の状況報告を含む。）を提出し，

業務の終了について外務省に通知する。 

（６）会計報告書の作成 

年度ごとに会計報告書（証拠書類（写し）を添付。）を作成の

上，外務省に提出する。旅費等実費を請求する費用については，

証拠書類の写しを添付した明細書を提出する。証拠書類は項目

ごとに分類し，ファイルにとじる等，体裁を整えた上で提出す

る。 

（７）必要となる実施体制 

  ア 本事業においては，外務省・現地運営委員会・日本側受入

大学など様々な機関との調整が必要となる。また，本事業は

中国政府の公務員を対象とした留学生受入事業であり，受託

機関には中国政府及び中国からの留学生個人との間に良好な
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関係を構築できる能力が求められることから，以下のいずれ

かの経験又は能力を有することを必須条件とする（技術提案

書提出時には，以下に係る経験，能力について詳細に記載す

る。）。 

①中国政府及び中国政府関係機関と協力して事業を行うこと 

ができる能力を有している。 

②中国からの本事業に類似する留学生受入れ事業等を実施し 

た経験がある。 

イ また，受託機関は以下の点を踏まえた上で適切な体制を構

築すること。 

①本件業務の一部の再委託を行う場合は，事前に外務省アジ

ア大洋州局中国・モンゴル第一課の許可を得ること。 

②本事業においては，外務省及び現地運営委員会のみならず

受入大学や多数の関係者が関与する事業であるため，これ

らに対応可能な体制を構築することが求められる。  

③本事業においては，参加者の個人情報を取り扱うため，個

人情報の管理体制が整備されていることが不可欠である。 

ウ 以下３名に関しては，本事業を遂行する上での要となるた

め，技術提案書提出時に当人の学歴，業務歴，語学能力等，

本件業務を実施する上で必要とされる資質を記載する。 

①総括担当 

・本事業における総括を担当する。 

   ・他事業や他国の動向を踏まえて本事業に適切なアドバイス

を行えるようにするため，過去にいずれかの国からの留学

生受入事業において，事業管理者として事業に携わった経

験を有していること。 

②副総括担当 

・本事業における副総括を担当する。 

・留学生受入事業の事業担当者としての経験を踏まえて本事

業に適切なアドバイスを行えるようにするため，過去にい

ずれかの国からの留学生受入事業において，事業担当者と

して事業に携わった経験を有していること。 

③現地連絡調整担当 

・本事業において現地運営委員会など中国側関係者との連絡

調整を担当する。 

   ・中国側との頻繁なやり取りが発生するため，ビジネスレベ
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ルの中国語能力（旧ＨＳＫ７級相当・新ＨＳＫ５級相当以

上）を有していること。 

（８）事故賠償 

本契約に基づく業務履行中に生じたハイジャック等を含む

航空機事故等不慮の事態に対する責任につき，本件受託業者

はこれを外務省に問わないものとする。 

（９）免責事項 

 次のいずれかに該当する事項については，受託機関の責に

帰さないものとする。 

ア 留学生の病気，事故，犯罪等に関すること。 

イ 留学生の大学への入試結果や留学期間内での学位取得の結

果に関すること。 

ウ 留学生の過失等による賠償責任等に関すること。 

 

 

３．参考  

（１）一般財団法人 日本国際協力センターによる報告。 

（http://www.jdschina.org/index.html）  

  

 （２）外務省による平成 30 年度契約情報の公開。 

（https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000376813.pdf） 
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業務実施内容 

 

民間事業者の行う業務内容は以下のとおりとする。各年度の業務工

程については別添４（工程表）を参照すること。 

 

１．事業実施方針の策定のための提案（平成３１年度） 

   本事業仕様書の事業目的を踏まえて，外務省及び現地運営委員

会に対して，事業実施方針（対象機関・応募資格・受入大学・募

集選考フォーマット・募集選考スケジュールを含む。）策定のため

の提案を行う。外務省との打合せは原則として東京で行い，現地

運営委員会との打合せは中国・北京市内で行うものとする。 

 

２．受入大学との調整（平成３１年度） 

   外務省及び現地運営委員会との協議を経て決定された受入大学

に対し，留学生の受入依頼及び調整を行う。また，大学に対して

事業内容の説明を行い，本事業に対する理解及び協力を得る。 

 

３．留学生の募集選考・大学への出願手続（平成３１年度） 

 （１）現地運営委員会の協力を得て留学生の募集及び選考を行う。

留学生の募集に際しては，以下の会議又は説明会を開催し，適宜

応募勧奨を行う。これらに要する事前準備を行うとともに，当日

の運営を行う。また，応募者から寄せられる質問事項に随時回答

する。 

・留学生募集開始前に，北京市において，現地運営委員会による

事業実施方針決定会議を開催する。 

・必要に応じて，北京市等において事業説明会を行う。 

・北京市内にある中央省庁のうち，本事業の目的に特に合致する

業務を所掌している省庁に赴き，応募勧奨を行う。 

 

（２）選考は，①語学試験，②受入大学による書類審査，③受入大

学教授による面接，④現地運営委員会による面接の４段階を基本

とし，書類審査（日本の受入大学にて実施。）以外はいずれも北

京市で行うものとする。また，最終候補者決定は現地運営委員会

の会議をもって行うものとし，これらに要する事前準備を行うと

ともに，当日の運営を行う。最終候補者決定後，大学からの要望
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に応じて適宜大学出願手続を行う。 

 

４．留学生の来日に係る手配（平成３２年度） 

   留学生の来日が円滑に行われるようにするため，留学生の来日

日程を調整し，来日に係る各種手配を行う。 

 

５．来日前の日本語研修の実施（平成３２年度） 

   本事業は，中国の若手行政官における知日派の育成を主眼に置

いているが，優秀な人材を広範に募集することを目的としている

ため，その対象者を日本語修学者に限定していない。このため，

来日前に日本語研修の機会を設ける。日本語研修に係る会場・講

師・資料の手配及び日本語研修の実施を行う。英語コース留学生

と日本語コース留学生のクラスは必ず別とし，英語コース留学生

には入門クラスを受講させ，日本語コース留学生には大学院の修

士レベル論文作成のためのブラッシュアップクラスを受講させる。

いずれのクラスも最低 50 時間の教学時間を確保する。 

 

６．来日前及び来日後のオリエンテーション・生活基盤整備・留学

生と日本側省庁関係者との交流活動実施（平成３２年度） 

（１）留学生が日本で速やかに生活を始められるようにするため，

留学生の来日直前に中国北京市で日本概要を紹介するためのブリ

ーフィング等を実施し，併せて在中国日本国大使館主催による壮

行会を開催する。これらに要する事前準備を行うとともに，当日

の運営を行う。 

（２）留学生来日後は，来日後１か月以内（目安）に歓迎会を開催

するとともに，１週間程度のブリーフィングを行い，日本の生活

における留意点や詳細なルールを説明する。これらに要する事前

準備を行うとともに，当日の運営を行う。 

（３）留学生の住宅手配・銀行口座開設・各種手続を行う。必要に

応じて住宅手配の際の保証人となり，留学生がスムーズに宿舎の

賃借が可能となるようにする。 

（４）留学生来日後６か月以内（目安）に，外務省の協力を得て，

日本の各省庁関係者（特に中国関連の業務従事経験者）との交流

の場を設ける。これらに要する事前準備を行うとともに，当日の

運営を行う。 

（５）技術提案書提出時には，事業の趣旨を踏まえた交流活動の対
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象者や内容を提案する。 

 

７．奨学金及び学費の支給（平成３２年度～３４年度） 

   留学生に対して２か月に１回，奨学金を支給するとともに，大

学に入学金・授業料等を支払う。奨学金については文部科学省の

基準に準ずるものとし，入学金・授業料等については各大学の規

定に準ずるものとする。 

 

８．留学生に対するモニタリング・突発事態対応（平成３２年度～

３４年度） 

 （１）留学生が来日してから帰国するまでの間，定期的に全留学生

に対してモニタリングを実施し，留学生の状況把握に努める。モ

ニタリングの結果は受託機関内で速やかに共有し，関係機関から

の照会があった際には速やかに提出できるようにする。 

（２）留学生が日本滞在中に突発事態が発生した場合，受託機関が

初動の対応を行う。勤務時間中だけでなく，２４時間３６５日の

対応を行う。 

 

９．中国側協力パートナーによる留学生状況視察手配（平成３３年

度） 

   中国側協力パートナーに日本での留学生状況を視察する機会を

創出すべく，中国側協力パートナーを日本に招へいする（２名，

４泊５日程度）。留学生が在籍している大学のうち３校程度を選択

して見学し，留学生と対談の場を設け，事業に関する改善意見を

収集する。これらに要する事前調整を行うとともに，日中通訳が

可能な要員（実施機関の要員又は通訳兼コーディネーター１名）

を配置し，全ての面談・視察等に同行させる。 

 

１０．留学生の帰国に係る手配（平成３３年度～３４年度） 

   留学生の帰国が円滑に行われるようにするため，留学生の帰国

日程を調整し，帰国に係る各種手配を行う。 

 

１１．帰国報告会の実施（平成３３年度～３４年度） 

（１）留学期間が終了する１か月前（目安）に，日本国内において

帰国報告会を実施し，本事業に対する留学生からの改善意見を現

地運営委員会に共有し，改善に向けた提案・調整を行う。これら
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に要する事前準備及び当日の運営を行う。 

（２）帰国後１か月以内（目安）に，現地において帰国報告会を実

施し，併せて在中国日本国大使館主催による歓迎会を開催する。

これらに要する事前準備を行うとともに，当日の運営を行う。 

 

１２．同窓会活動のサポート（平成３３年度～３４年度） 

 （１）本事業は，中国政府の中枢において日中間の架け橋となり得

る知日派行政官の育成を主眼としている。上記目的に鑑み，留学

生が帰国した後も長期的なフォローアップが必要となるため，帰

国生の連絡先や帰国後の所属機関・ポストに関する情報を収集し，

関係機関からの照会があった場合は提出できるようにする。 

（２）また，同窓会が主体となっての同窓会活動を促進し，活動内

容について帰国生に提案を行うとともに必要なサポートを提供す

る。 

（３）技術提案書提出時には，事業の趣旨を踏まえた同窓会活動サ

ポート内容について提案する。 

 

１３．業務完了報告書の作成（各年度） 

年度ごとに業務が終了した後，外務省に対して速やかに完了報

告書２部（留学生の学業・生活面の状況報告を含む。）を提出し，

業務の終了について外務省に通知する。特に，来日前の日本語研

修，留学生と日本側省庁関係者との交流活動，中国側協力パート

ナーによる留学生状況視察，帰国報告会，同窓会活動については，

写真等も含め詳細に記載する。 

 

１４．会計報告書の作成（各年度） 

   年度ごとに会計報告書（証拠書類（写し）を添付）を作成の上，

外務省に提出する。旅費等実費を請求する費用については，証拠

書類の写しを添付した明細書を提出する。証拠書類は項目ごとに

分類し，ファイルにとじる等，体裁を整えた上で提出する。 

 

１５．精算（各年度） 

 （１）一律計上の経費のうち，本業務に係る経費と認められるもの

については実費精算とする。 

（２）単価項目については，入札時の単価によって精算することと

する。 
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内容 実施者

4月中旬
・大学公募用資料を運営委員会・外務省に確認
・事業者より大学へ資料送付及びHPに掲載

>外務省・運営委員会・事業者・
受入大学

6月中旬 第1回運営委員会会議
・今年度事業に関する募集選考方針（資格要件・受入大学等）の承
認

>運営委員会・事業者

6月下旬
・商務部より、中央・地方の対象機関に向け募集開始通知を発出
・ウェブサイト情報の更新／募集資料作成後、各対象機関に送付

>商務部・事業者

7月～8月
事業説明会の実施
（中央/地方）

・商務部が募集対象機関、地方担当者の募集日程、受入大学、人
数等詳細事項についての説明会を召集
・運営委員会による事業説明、事業者による応募に係る留意事項
説明

>運営委員会・事業者

9月中旬
・運営委員会で定めた資格審査書類を事業者へ提出
・事業者が取りまとめの上、運営委員会・外務省へ共有し、応募者
の資格審査

>運営委員会・外務省・事業者

9月下旬 日本語試験 ・日本語資格の未取得者に対し、日本語検定1級相当試験を実施 >事業者

10月下旬
アプリケーションフォーム(A/F)
提出

・資格審査を通過した者が運営委員会で定めたA/Fを提出
・事業者が取りまとめの上、運営委員会に共有

>運営委員会・事業者

11月～12
月

第一次選考
（受入大学による書類審査）

・A/Fを受入大学に送付し、書類審査を実施
・受入大学からの審査結果が揃い次第、事業者から運営委員会・
外務省に結果を報告
・事業者から候補者に審査結果を通知

>外務省・運営委員会・事業者・
受入大学

1月中旬
第二次選考
（受入大学による専門面接）

・受入大学教員により専門能力、コミュニケーション能力等、大学受
入の可否を審査
・結果を運営委員会に報告

>外務省・運営委員会・事業者・
受入大学

1月中旬
第三次選考
（運営委員会による総合面接）

・運営委員会メンバーにより帰国後の貢献度、コミュニケーション能
力等を審査
・結果を事業者が取りまとめ、第2回運営委員会に諮る

>運営委員会・事業者

1月下旬
・総合面接の結果を加味した総合的な判断に基づき、最終候補者
及び補欠合格者を決定・承認
・承認後、事業者から外務省・受入大学に報告

>外務省・運営委員会・事業者・
受入大学

3月～ 受入大学への正規出願手続き ・事業者の支援の下、最終候補者が大学への出願手続きを実施 >事業者・受入大学

第2回運営委員会

資格審査申請書類提出締切

募集開始

日程

JDS中国事業フロー（1年目）　※参考例

大学公募の実施
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内容 実施者

4月～6月
受入大学への正規出願・入学
手続き

・事業者の支援の下、最終候補者が大学への出願・入学手続きを実施 >事業者・受入大学

5月～6月 査証申請手続き
・事業者が必要書類を取りまとめの上、外務省へ書類一式を提出
・事業者が最終候補者に代わり大使館にて一括で査証を申請

>外務省・大使館・事業者

7月中旬
来日前オリエンテーション・壮行
会の実施

・来日前オリエンテーション・壮行会を実施
・運営委員会より、事業の趣旨や、留学に際しての心構えなどを説明
・事業者より、来日後の日程やJDS留学生としてのルールなどを説明

>運営委員会・事業者

7月中旬～
8月上旬

日本語研修の実施 ・日本語研修を実施 >事業者

8月中旬
留学生の来日
来日後オリエンテーション等の
実施

・来日後、事業者による数日間オリエンテーションを実施
・日本側省庁関係者との交流活動を兼ねた、歓迎レセプションを実施 >外務省・事業者

8月下旬～
9月下旬

生活基盤整備支援 ・住宅手配や銀行口座開設などの生活基盤支援を事業者が実施 >事業者

2月下旬 行政官交流会（東京）
・霞が関にて、JDS中国留学生と日本側省庁関係者との交流会を実施
・併せて、大学教員による講義などの日本の理解を深めるためのプロ
グラムを実施

留学生とのモニタリング ・3ヶ月に1度、留学生とモニタリング面談を実施 >事業者

留学生に対して奨学金の支給 ・2ヶ月に一度、留学生に奨学金を支給 >事業者

修学環境整備補助金制度の大
学との窓口

・修学環境整備補助金制度の大学との契約・精算業務手続きの実施 >事業者・受入大学

JDS中国事業フロー（2年目）　※参考例

日程

通年
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内容 実施者

9月中旬～
下旬

1年コース留学生帰国前プログ
ラム

・帰国報告会の実施(本邦)
>外務省・事業者

11月
中国商務部による留学生状況
視察

・商務部2名を招聘し、受入大学の教員及び留学生から事業に関する
改善意見を収集
・商務部から外務省・事業者に対して事業の提案
・事業者は大学・留学生との調整等を実施

>外務省・運営委員会・事業者

11月下旬 1年コース留学生帰国後報告会
・北京にて帰国直後の留学生を一堂に集め、留学報告会を実施
・報告会後には、日本大使館を含む日本政府関係者等との交流会を実
施

>運営委員会・事業者

2月下旬 同窓会（中国）
・全帰国留学生を対象として同窓会活動のサポート
・同窓会活動については、帰国留学生同窓会の理事・大使館・商務部
と内容を協議の上実施

>運営委員会・事業者・帰国留
学生

留学生とのモニタリング ・3ヶ月に1度、留学生とモニタリング面談を実施 >事業者

留学生に対して奨学金の支給 ・2ヶ月に一度、留学生に奨学金を支給 >事業者

修学環境整備補助金制度の大
学との窓口

・修学環境整備補助金制度の大学との契約・精算業務手続きの実施 >事業者・受入大学

内容 実施者

9月中旬～
下旬

2年コース留学生帰国前プログ
ラム

・帰国報告会の実施(本邦)
・帰国前の外務省・在京中国大使館への表敬訪問の実施

>外務省・事業者

11月下旬 2年コース留学生帰国後報告会
・北京にて帰国直後の留学生を一堂に集め、留学報告会を実施
・報告会後には、日本大使館を含む日本政府関係者等との交流会を実
施

>運営委員会・事業者

留学生とのモニタリング ・3ヶ月に1度、留学生とモニタリング面談を実施 >事業者

留学生に対して奨学金の支給 ・2ヶ月に一度、留学生に奨学金を支給 >事業者

修学環境整備補助金制度の大
学との窓口

・修学環境整備補助金制度の大学との契約・精算業務手続きの実施 >事業者・受入大学

JDS中国事業フロー（4年目）　※参考例

日程

通年

JDS中国事業フロー（3年目）　※参考例

日程

通年
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工程表（1年目） 

業務 時期 
5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

事
業
運
営 

事
前
準
備 

事業実施方針策
定のための提案・ 

4月中旬～ 
5月中旬 

受入大学との調整 
5月中旬～ 
6月中旬 

募
集 

事業実施方針決
定会議 

6月中旬 

事業説明（北京） 7月上旬 

選
考 

資格審査 
7月上旬～ 
8月下旬 

語学試験 9月中旬 

書類審査 
11月中旬～ 
12月中旬 

受入大学教授によ
る面接 

1月中旬 

現地運営委員会
による面接 

1月下旬 

最終候補者決定
会議 

1月下旬 

出願 
2月下旬～ 
3月下旬 

手
配 

来日に係る手配 
3月上旬～ 
次年度 

報告 

業務完了報告書 ～3月下旬 

会計報告書 ～3月下旬 

別添４ 
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工程表（2年目） 

84 

業務 時期 
4月 5月 6月 7月 8月 9月 

10
月 

11
月 

12
月 

1月 2月 3月 

事
業
運
営 

来日
前準
備 

来日に係る手配 
4月上旬～ 
8月上旬 

現地ブリーフィング 7月下旬 

 日本語研修 
7月下旬～ 
 8月上旬 

大学
入学
前 
準備 

本邦ブリーフィング 
生活基盤整備 

8月中旬～ 
9月上旬 

留学生と日本側省庁
との交流活動 

8月下旬 

経費
支給 

奨学金の支給 
8月～ 
2カ月に1回 

学費の支払い 
10月～ 
6カ月に1回 

留学
状況
把握 

留学生に対するモニ
タリング 

9月～ 
3カ月に1回 

報告 

業務完了報告書 ～3月下旬 

会計報告書 ～3月下旬 

8月上旬～中旬：来日 

別添４ 
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工程表（3年目） 

85 

業務 時期 
4月 5月 6月 7月 8月 9月 

10
月 

11
月 

12
月 

1月 2月 3月 

事
業
運
営 

経費
支給 

奨学金の支給 
4月～ 
2カ月に1回 

学費の支給 
5月～ 
6カ月に1回 

留学
状況
把握 

留学生に対するモニ
タリング 

6月～ 
3カ月に1回 

中国側協力パート
ナーによる視察手配 

11月中旬～ 
11月下旬 

帰国
支援 

留学生の帰国に係る 
手配 

7月中旬～ 
8月上旬 

帰国報告会の実施 
9月上旬～ 
9月下旬 

同窓
会支
援 

同窓会活動のサポー
ト 

9月下旬～ 

報告 

業務完了報告書 ～3月下旬 

会計報告書 ～3月下旬 

9月：本邦で実施 
9月中旬～下旬：現地で実施 

（1年コース） 

9月：帰国 
（1年コース） 
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工程表（4年目） 

86 

業務 時期 
4月 5月 6月 7月 8月 9月 

10
月 

11
月 

12
月 

1月 2月 3月 

事
業
運
営 

経費
支給 

奨学金の支給 
4月～ 
2カ月に1回 

学費の支給 
5月～ 
6カ月に1回 

留学
状況
把握 

留学生に対するモニ
タリング 

6月～ 
3カ月に1回 

帰国
支援 

留学生の帰国に係る 
手続き 

7月中旬～ 
9月下旬 

帰国報告会の実施 
8月上旬～ 
9月下旬 

同窓
会支
援 

同窓会活動のサポー
ト 

4月上旬～ 
3月下旬 

報告 

業務完了報告書 ～3月下旬 

会計報告書 ～3月下旬 

9月上旬：帰国 
（2年コース） 

8月～9月：本邦で実施 
9月～10月上旬：現地で実施 

（2年コース） 
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別添５

中国若手行政官等長期育成支援事業（JDS中国）帰国前アンケート(案）

氏名

大学

研究科名

英語/日本語

① 5段階評価

⇒ 記述式

② 記述式

① 5段階評価

② 5段階評価

③ 5段階評価

④ 記述式

① 5段階評価

① 5段階評価

② 5段階評価

③ 5段階評価

④ 5段階評価

⑤ 5段階評価

⑥ 5段階評価

⑦ 記述式

① 記述式

② 記述式

③ 記述式

④ 記述式

受入研究科について，特筆すべき良かった

点があれば記入して下さい。

２　受入研究科について

自身の研究の成果を帰国後どのように活

用していきますか。その計画を簡単に述べ

て下さい。

今後，JDS中国同窓会を通して，同窓

生として何を行なっていきたいですか。

●●（民間事業者）のサービスについ

て，改善すべき点や提案があれば記入し

て下さい。

今後，自身の日本との関わり（個人レベ

ルでのつながり）をどのように継続していくこ

とができますか。

研究科が提供するカリキュラム・講義は，

自身の研究テーマに適していましたか。

研究科が有する教授陣は，留学生の多

様な研究内容にふさわしいきめ細かい指導

がなされていましたか。

今後，日中両国間の相互理解増進の架

け橋として，具体的に何ができると思いま

すか。

定期モニタリング面談

研究科の留学支援体制は整っていました

か。（大学事務局による支援体制，各種

施設の満足度，等）

日本留学に対する自身の所期の目的

（留学にかける期待）は十分達成されま

したか。

３　JDS中国事業について

「日本を知る」という事業主旨に鑑み，以

下の公式プログラムは有意義なものでした

か。

6　JDS中国事業成果の今後の活用について

日常生活や緊急時の支援

来日前後の支援・オリエンテーション

公式プログラム等イベント実施支援

応募支援，選考支援，合格後の入学

支援

日本留学を通して得た最も大きな収穫は

何ですか。

その所期の目的とは具体的に何でしたか。

複数ある場合は，その中で主な目的を一

つお聞かせ下さい。

１　日本留学について

４　●●（民間事業者）のサービスについて

住宅手配支援
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別添６

単位：円（税抜）

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 計

1．業務実施経費

　　業務実施経費　計

2．人件費

　　人件費　計

3．管理費

　　管理費　計

小計

消費税 （8%）

留学期間，大学，人数想定
人数

6

12

3

6

※上記は積算に当たっての想定。

88

１．５　年

１．０　年

２．０　年

想定大学

東京大学２名，名古屋大学２名，一橋大学２名

 国際基督教大学４名，上智大学３名，立命館大学３名，慶応大学２名

筑波大学３名

早稲田大学３名，立命館アジア太平洋大学３名

中国若手行政官等長期育成支援事業 平成31年度事業　入札書内訳

項目

合計

留学期間

２．０　年

一般管理費（●％）
※業務実施経費から国際航空券を
除いた額の●％
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別添６

単価 数量
金額（円）

税抜
内訳 備考

1.業務実施経費
（１）現地活動経費

① 業務管理要員等渡航経費

エコノミークラス 円 × 回 = 0 羽田⇔北京
国際航空券
（参考：７往
復（H29)）

② 業務管理要員等渡航経費

日当・宿泊費 円 × 1 式 = 0
日当,宿泊料など

旅行手当 円 × 1 式 = 0
国内旅費・ビザ申請代・支度料・保険料
など

③ 現地スタッフ人件費
スタッフ 円 × か月 = 0

④ 事務所借り上げ経費 円 × か月 = 0

⑤
通信連絡費
（電話・FAX・インターネット)

円 × か月 = 0

⑥ 車両借り上げ費 円 × か月 = 0
⑦ 資料購入費 円 × か月 = 0
⑧ 資料送付費 円 × か月 = 0
⑨ 事務所備品経費等 円 × か月 = 0
（１）小計 0

（２）留学生募集選考経費
① 運営委員会提出用資料作成費 10,000 円 × 1 式 ｘ 2 回 = 20,000 第1回（大学公募）、第2回（面接結果） 一律計上
② 募集広告費（ウェブサイト）

サーバー及びドメイン運用費 50,000 円 × 1 式 = 50,000 一律計上
ページ更新費 5,000 円 × 80 ページ = 400,000 一律計上

③ 大学公募結果送付料 360 円 × 20 大学 = 7,200 ※20大学と想定 一律計上
④ 事業説明会費（現地）

プログラム実施経費 60,000 円 × 1 式 = 60,000 一律計上
スタッフ旅費 60,000 円 × 1 式 = 60,000 一律計上
募集要項作成費 80,000 円 × 1 式 = 80,000 アプリケーションフォーム含む 一律計上
書類送付費 30,000 円 × 1 式 = 30,000 一律計上

⑤ 語学試験経費
資料代 10,000 円 × 1 式 = 10,000 一律計上
会場費 200,000 円 × 1 式 = 200,000 一律計上

⑥ 書類審査経費
審査謝金 円 × 70 件 = 0 ※70件と想定
書類送付料 10,000 円 × 1 式 = 10,000 一律計上

⑦ 受入大学教授による面接試験経費
面接官謝金 円 × 1 日 × 10 人 = 0 ※各大学１名で想定

面接官航空運賃(エコノミークラス） 200,000 円 × 5 人 = 1,000,000 ※5名で想定
国際航空券
一律計上

面接官航空運賃（ビジネスクラス） 300,000 円 × 5 人 = 1,500,000 ※5名で想定
国際航空券
一律計上

面接官日当・宿泊料 円 × 1 式 = 0 ※2泊3日で想定
面接官旅行手当
（国内旅費・旅行雑費）

10,000 円 × 10 人 = 100,000 一律計上

面接官旅行傷害保険料 3,000 円 × 10 人 = 30,000 一律計上
試験会場借上費 600,000 円 × 1 式 = 600,000 一律計上

面接官車両借上費 20,000 円 × 2 日 = 40,000
到着日：0.5日、面接実施日：1日、帰国
日：0.5日

一律計上

会議費 5,000 円 × 24 人 = 120,000

大学教員：10人、大使館関係者：5人、
商務部関係者：4人、実施団体：5人　と
想定

一律計上

消耗品購入費 20,000 円 × 1 式 = 20,000 一律計上
資料送付料 10,000 円 × 1 式 = 10,000 一律計上

⑧ 現地運営委員会による面接経費
面接会場借上費 200,000 円 × 1 式 = 200,000 一律計上

会議費 3,000 円 × 5 人 = 15,000
大使館：2人、商務部：2人、実施団体：1
人　と想定 一律計上

⑨ 大学調整業務

大学説明時の交通費・日当・宿泊
費

円 × 1 回 = 0
1泊2日（日当：●円×2日、宿泊料
10,000円、交通費：15,000円×1回）

⑩ 大学出願経費

検定料 200,000 円 × 1 式 = 200,000
3月中に支払う大学分として想定

一律計上

出願書類送付料 3,000 円 × 1 式 = 3,000 一律計上
（2）小計 0

　　業務実施経費　計 0
2.人件費

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

　　人件費　計 0

中国若手行政官等長期育成支援事業平成31年度開始事業　平成31年度（1年目）入札書内訳

項目
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別添６

単価 数量
金額（円）

税抜
内訳 備考

中国若手行政官等長期育成支援事業平成31年度開始事業　平成31年度（1年目）入札書内訳

項目

3.管理費

一般管理費（●%） 0
業務実施経費から国際航空券を除いた
額の●％

　　管理費　計 0

4.総計（税抜） 0

　　5.消費税 0

　　6.総計（税込） 0
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別添６

数量
金額（円）

税抜
内訳 備考

1.業務実施経費
（1） 現地活動経費

① 業務管理要員等渡航経費

エコノミークラス 円 × 回 = 0 羽田⇔北京
国際航空券
（参考：3往復

（H29)）
② 業務管理要員等渡航経費

日当・宿泊費 円 × 1 式 = 0 日当，宿泊料など
旅行手当 円 × 1 式 = 0 国内旅費・ビザ申請代・支度料・保険料など

③ 現地スタッフ人件費
スタッフ 円 × か月 = 0

④ 事務所借り上げ経費 円 × か月 = 0
⑤ 通信連絡費（電話・FAX・インターネッ 円 × か月 = 0
⑥ 車両借り上げ費 円 × か月 = 0
⑦ 資料送付費 円 × か月 = 0
⑧ 事務所備品経費等 円 × か月 = 0
(1)　小計 0

（2）日本語研修経費
① 日本語指導経費

講義 円 × 日 × 人 = 0
事前準備・事後整理・報告会 円 × 日 × 人 = 0

② コーディネーター経費
現地業務日 円 × 日 = 0
現地移動日・待機日 円 × 日 = 0
国内業務日 円 × 日 = 0
事前準備・事後整理・報告会 円 × 日 = 0

③ 日本語指導員・コーディネーター旅費

航空運賃 120,000 円 × 人 = 0 羽田⇔北京 国際航空券

日当 円 × 18 日 × 人 = 0 ※17泊18日で想定
宿泊費 円 × 17 泊 × 人 = 0
移動経費 20,000 円 × 人 = 0
海外旅行傷害保険 7,500 円 × 人 = 0

④ 留学生旅費（現地）
留学生中国内交通費 20,000 円 × 27 人 = 540,000 一律計上
車両借上費 20,000 円 × 2 回 = 40,000 北京⇔商務部研修センター 一律計上
留学生宿泊費※ 10,000 円 × 17 泊 × 27 人 = 4,590,000 一律計上

⑤ 会場借上・備品経費
現地教室※ 50,000 円 × 日 × クラス = 0
現地講師教務室※ 5,000 円 × 日 = 0

備品経費※ 150,000 円 × 1 式 = 150,000
パソコン（レンタル）、プロジェクター（レンタル）
ポケットwifi（レンタル）

一律計上

現地会場手数料 円 × 1 式 = 0
※現地会場・留学生宿泊費・備品経費x15%
（研修センター規定）

⑥ 教材費 5,000 円 × 人 = 0
受講者：27人、講師：●人、事務所保管1部、予
備：1部

⑦ 備品・資料発送費 100,000 円 × 1 式 = 100,000 一律計上
（2）小計 0

(3)　来日前オリエンテーション及び壮行会経費
① 資料作成費 2,000 円 × 27 人 = 54,000 一律計上
② 会場借上費 100,000 円 × 1 式 = 100,000 一律計上

③ 壮行会会議費 7,000 円 × 60 人 = 420,000
留学生27人、帰国生16人、大使館8人、商務部
4人、実施団体5人 と想定

一律計上

④ 留学生旅費（現地） 円 × 27 名 = 0
(3)　小計 0

(4)　大学直接経費
①検定料・入学金・授業料 26,000,000 円 × 1 式 = 26,000,000 一律計上
②修学環境整備補助金（1年目） 100,000 円 × 20 名 = 2,000,000

(4)　小計 28,000,000
(5)　留学生受入経費

① 奨学金
基本単価 144,000 円 × 189 人月 = 27,216,000 7ヶ月×27人 一律計上
地域加算Ⅰ・Ⅲ 3,000 円 × 133 人月 = 399,000 7ヶ月×19人 一律計上
地域加算Ⅱ 2,000 円 × 35 人月 = 70,000 7ヶ月×5人 一律計上
転居までの期間 4,000 円 × 405 人日 = 1,620,000 15日×27人 一律計上

② 宿舎関連手当
通常単価 210,000 円 × 25 人 = 5,250,000 ※25名で想定 一律計上

③ 留学生保険加入費
海外旅行傷害保険 円 × 27 人 = 0

④ 国際航空券

来日留学生（羽田） 85,000 円 × 27 人 = 2,295,000 北京⇒羽田　片道航空券
国際航空券
一律計上

(5)　小計 0
(6)　来日後入学までの移動経費及び宿泊費

① 移動経費
来日後入学まで 20,000 円 × 8 人 = 160,000 首都圏以外の大学留学生　地方移動経費 一律計上

② 宿泊経費
来日後入学まで 10,000 円 × 756 泊 = 7,560,000 27人×28泊（来日～入学）で想定 一律計上

(6)　小計 7,720,000
(7)　来日後オリエンテーション経費

① 車両借り上げ費

空港出迎え 100,000 円 × 1 日 ｘ 2 台 = 200,000
留学生27人+実施団体スタッフ乗車を想定
荷物も同じバスに積み込む

一律計上

来日プログラム 100,000 円 × 日 ｘ 1 台 = 0
留学生27人+実施団体スタッフ乗車を想定
荷物も同じバスに積み込む

② 会議室使用料

民間施設使用料 700,000 円 × 1 式 = 700,000

ブリーフィング（2回）、オリエンテーション、意見
交換会、マイク、ホワイトボード、プロジェク
ター、スクリーン、ドリンク、吊看板作成・設置・
解体料含む

一律計上

中国若手行政官等長期育成支援事業平成31年度開始事業　平成32年度（2年目）入札書内訳

項目 単価
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別添６

数量
金額（円）

税抜
内訳 備考

中国若手行政官等長期育成支援事業平成31年度開始事業　平成32年度（2年目）入札書内訳

項目 単価

③ 留学管理経費

コーディネーター経費（ブリ・オリ） 円 × 4 日 ｘ 人 = 0

（参考：事前準備1
日、ブリオリ2日（ブ
リ半日2回オリ半

日1回）、事後整理
1日　（H29））

コーディネーター経費
（各種登録・大学入学支援）

円 × 2 日 ｘ 人 = 0
（参考：登録1日+
入学・履修手続等

1日　（H29））

コーディネーター経費（住宅関連支
援）

円 × 5 日 ｘ 人 = 0
（参考：事前1日+
選定2日+入居1日
+事後1日　（H29））

コーディネーター経費（その他） 円 × 4 日 ｘ 人 = 0

④ コーディネーター旅費 2,000 円 × 49 回 = 98,000
ブリオリ4回　各種登録・大学入学支援10回
住宅関連支援35回

一律計上

⑤ 留学生ハンドブック
(参考：A5，白黒，
両面。101ページ

（H29)）
製本 1,000 円 × 50 部 = 50,000 中国語版35部　日本語版15部 一律計上
翻訳料 10,000 円 × 1 式 = 10,000 一律計上

⑥ 賃貸契約書翻訳料 5,000 円 × 3 部 = 15,000 民間住宅入居者対象（3部で想定） 一律計上
⑦ スタッフ交通費 40,000 円 × 1 式 = 40,000 一律計上
⑧ 来日プログラム実施経費 300,000 円 × 1 式 = 300,000 一律計上
⑨ 資材消耗品等購入費 40,000 円 × 1 式 = 40,000 留学生配布用ファイル、個人印等 一律計上
(7)　小計 0

(8)　留学生モニタリング・突発対応経費
① 留学生モニタリング　スタッフ旅費

交通費 1,000 円 × 1 式 = 1,000 一律計上
日当 円 × 1 式 = 0

② 突発対応経費 10,000 円 × 1 式 = 10,000 一律計上
(8)　小計 0

(9)　日本側省庁関係者との交流会経費
① 会場・会議費

8月歓迎会 950,000 円 × 1 式 = 950,000
留学生：27人、先輩留学生：20人、省庁関係者
等：18人、大学関係者：10人、実施団体：5人
と想定

一律計上

2月交流会 750,000 円 × 1 式 = 750,000
留学生：27人、先輩留学生：10人、省庁関係者
等：18人、実施団体：5人　と想定 一律計上

② コーディネーター経費 円 × 日 = 0 8月歓迎会、2月交流会
③ スタッフ・コーディネーター交通費 1,000 円 × 人 = 0 8月歓迎会、2月交流会
④ 資料作成・翻訳費 200,000 円 × 2 回 = 400,000 8月歓迎会、2月交流会 一律計上
⑤ 車両借り上げ費 円 × 1 台 × 2 回 = 0 8月歓迎会（留学生送迎）、2月交流会（視察）
⑥ 留学生交通費

8月歓迎会 30,000 円 × 10 人 = 300,000 地方滞在留学生（先輩留学生）と想定 一律計上
2月交流会 30,000 円 × 15 人 = 450,000 地方滞在留学生（先輩留学生を含む）と想定 一律計上

(9)　小計 0
　　業務実施経費　計 0

2.人件費

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

　　人件費　計 0
3.管理費

一般管理費（●%） 0
業務実施経費から国際航空券を除いた額の
●％

　　管理費　計 0

4.総計（税抜） 0

　　5.消費税 0

　　6.総計（税込） 0
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単価 数量
金額（円）

税抜
内訳 備考

1.業務実施経費
(1)　大学直接経費
①授業料 30,400,000 円 × 1 式 = 30,400,000 一律計上
②修学環境整備補助金（2年目） 140,000 円 × 20 名 = 2,800,000

(1)　小計 33,200,000
(2)　留学生受入経費

① 奨学金
基本単価 144,000 円 × 282 月 = 40,608,000 12ヶ月×21人+5ヶ月×6人 一律計上
地域加算Ⅰ・Ⅲ 3,000 円 × 207 月 = 621,000 12ヶ月×16人+5ヶ月×3人 一律計上
地域加算Ⅱ 2,000 円 × 60 月 = 120,000 12ヶ月×5人 一律計上
帰国生転居～帰国 4,000 円 × 135 人日 = 540,000 9人×15日 一律計上

② 宿舎関連手当
通常単価 210,000 円 × 2 人 = 420,000 寮からの転居費用 一律計上

③ 資料送付料 5,300 円 × 9 人 = 47,700 9人＝1年コース6人+1.5年コース3人 一律計上
④ 国際航空券

帰国時 180,000 円 × 9 片道 = 1,620,000
羽田→北京他、学生の直行便最寄空港
9片道＝1年コース6人+1.5年コース3人

国際航空券
一律計上

(2)　小計 43,976,700
(3)　留学生帰国時国内旅費

① 移動経費 円 × 1 式 = 0
地方→首都圏：20,000円×3人
首都圏→羽田（バス）：●円×9名
小額交通費：●円×9名

② 宿泊費 10,000 円 × 135 泊 = 1,350,000 9人×15泊 一律計上
(3)　小計 0

（4） 現地活動経費
① 業務管理要員等渡航経費

エコノミークラス 円 × 回 = 0 羽田⇔北京
国際航空券
（参考：3往復

（H29)）
② 業務管理要員等渡航経費

日当・宿泊費 円 × 1 式 = 0 日当，宿泊料など

旅行手当 円 × 1 式 = 0
国内旅費・ビザ申請代・支度料・保険料などを
想定

③ 現地スタッフ人件費
スタッフ 円 × か月 = 0

④ 事務所借り上げ経費 円 × か月 = 0

⑤
通信連絡費（電話・FAX・インター
ネット)

円 × か月 = 0

⑥ 車両借り上げ費 円 × か月 = 0
⑦ 資料購入費 円 × か月 = 0
⑧ 資料送付費 円 × か月 = 0
⑨ 事務所備品経費等 円 × か月 = 0
(4)　小計 0

(5)　留学生モニタリング・突発対応経費
① 留学生モニタリング　スタッフ旅費

交通費 1,000 円 × 1 式 = 1,000 4回 一律計上
日当 円 × 1 式 = 0

② 突発対応経費 10,000 円 × 1 式 = 10,000 一律計上
(5)　小計 0

(6)　帰国報告会経費（帰国前）
① コーディネーター経費 円 × 1 式 = 0 3日（事前1日+解約手続1日＋事後1日）
(6)　小計 0

(7)　帰国報告会経費（帰国後）

① 会議費 7,000 円 × 24 人 = 168,000
留学生：6人、帰国生：5人、大使館：7人、商務
部：3人、実施団体：3人と想定 一律計上

② 資料作成費 600 円 × 20 部 = 12,000
帰国報告会資料（論文まとめ）作成（留学生及
び関係者配布用）

一律計上

③ 地方出身帰国生国内旅費 15,000 円 × 3 人 = 45,000 15,000 x 3人と想定 一律計上
(7)　小計 225,000

(8)　中国側協力パートナーによる留学生状況視察経費（モニタリングミッション）
① 参加者旅費

航空運賃 120,000 円 × 2 人 = 240,000 北京⇔羽田空港
国際航空券
一律計上

日当 円 × 5 日 ｘ 2 人 = 0
宿泊費 25,000 円 × 4 泊 ｘ 2 人 = 200,000 一律計上
国内旅費 30,000 円 × 2 人 = 60,000 東京→地方大学2か所 一律計上
海外旅行保険料 2,000 円 × 2 人 = 4,000 一律計上

② 車両借上費 50,000 円 × 3 日 = 150,000 ジャンボタクシー（到着，帰国日を除く３日間） 一律計上
2,000 円 × 4 回 = 8,000 タクシー　地方都市2か所（最寄駅＝大学往 一律計上

③ コーディネーター経費
コーディネーター経費 円 × 1 式 = 0 事前2日+実施5日+事後1日
国内移動費 70,000 円 × 1 回 = 70,000 一律計上
日当 円 × 4 日 = 0 地方都市同行分
宿泊料 円 × 3 泊 = 0 地方都市同行分

(8)　小計 0
業務実施経費　計 0

中国若手行政官等長期育成支援事業平成31年度開始事業　平成33年度（3年目）入札書内訳
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単価 数量
金額（円）

税抜
内訳 備考
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項目

2.人件費

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

人件費　計 0
3.管理費

一般管理費（●%） 0
業務実施経費から国際航空券を除いた額の
●％

　　管理費　計 0

4.総計（税抜） 0

　　5.消費税 0

　　6.総計（税込） 0
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別添６

数量
金額（円）

税抜
内訳 備考

1.業務実施経費
(1)　大学直接経費
①授業料 10,800,000 円 × 1 式 = 10,800,000 一律計上
②修学環境整備補助金（3年目） 100,000 円 × 18 名 = 1,800,000

(1)　小計 12,600,000
(2)　留学生受入経費

① 奨学金
基本単価 144,000 円 × 90 月 = 12,960,000 18人×5ヶ月 一律計上
地域加算Ⅰ・Ⅲ 3,000 円 × 80 月 = 240,000 16人×5ヶ月 一律計上
地域加算Ⅱ 2,000 円 × 10 月 = 20,000 2人×5ヶ月 一律計上
帰国生転居～帰国 4,000 円 × 270 人日 = 1,080,000 18人×15日 一律計上

② 資料送付料 5,300 円 × 18 人 = 95,400 一律計上
③ 国際航空券

帰国時 180,000 円 × 18 片道 = 3,240,000 羽田→北京他、学生の直行便最寄空港
国際航空券
一律計上

(2)　小計 17,635,400
(3)　留学生帰国時国内旅費

① 移動経費 円 × 1 式 = 0
地方→首都圏：●円×5人
首都圏→羽田（バス）：●円×18名
小額交通費：●円×18名

② 宿泊費 10,000 円 × 270 泊 = 2,700,000
270泊=18人×15泊（帰国準備13泊+帰国プロ
グラム2泊）

一律計上

(3)　小計 0
（4） 現地活動経費

① 業務管理要員等渡航経費

エコノミークラス 円 × 回 = 0 羽田⇔北京
国際航空券
（参考：1往復

（H29)）
② 業務管理要員等渡航経費

日当・宿泊費 円 × 1 式 = 0 日当，宿泊料など

旅行手当 円 × 1 式 = 0
国内旅費・ビザ申請代・支度料・保険料などを
想定

③ 現地スタッフ人件費
スタッフ 円 × か月 = 0

④ 事務所借り上げ経費 円 × か月 = 0

⑤
通信連絡費（電話・FAX・インター
ネット)

円 × か月 = 0

⑥ 車両借り上げ費 円 × か月 = 0
⑦ 資料購入費 円 × か月 = 0
⑧ 資料送付費 円 × か月 = 0
⑨ 事務所備品経費等 円 × か月 = 0
(4)　小計 0

(5)　留学生モニタリング・突発対応経費
① 留学生モニタリング　スタッフ旅費

交通費 1,000 円 × 1 式 = 1,000 2回 一律計上
日当 円 × 1 式 = 0

② 突発対応経費 10,000 円 × 1 式 = 10,000 一律計上
(5)　小計 0

(6)　帰国報告会経費（帰国前）
① 帰国前修了報告会経費

コーディネーター経費 円 × 1 式 = 0 3日（事前1日+修了報告会通訳1日＋事後1日
② 留学管理経費

コーディネーター経費 円 × 1 式 = 0 2.5日（事前0.5日+大使館表敬1日+空港同行1
旅費（交通費） 2,000 円 × 人 = 0 都内⇔成田空港　1往復×●人
旅費（日当・宿泊費） 円 × 3 日 = 0
旅費（交通費） 3,000 円 × 3 回 = 9,000 突発対応用 一律計上

(6)　小計 0
(7)　帰国報告会経費（帰国後）

① 帰国報告会経費

会議費（7月） 7,000 円 × 15 人 = 105,000
留学生：5人、帰国生2人、大使館：3人、商務
部：2人、実施団体：3人と想定

一律計上

会議費（11月） 7,000 円 × 52 人 = 364,000
留学生：15人、帰国生：20人、大使館：10人、商
務部：3人、実施団体：4人と想定

一律計上

資料作成費 600 円 × 70 部 = 42,000
帰国報告会資料（論文まとめ）作成：（留学生
及び関係者配布用）

一律計上

地方出身帰国生国内旅費 15,000 円 × 15 人 = 225,000 交通費　宿泊費 一律計上
(7)　小計 736,000

中国若手行政官等長期育成支援事業平成31年度開始事業　平成34年度（4年目）入札書内訳

項目 単価
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数量
金額（円）

税抜
内訳 備考
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項目 単価

(8)　同窓会開催経費
① 会議費 8,000 円 × 110 人 = 880,000 留学生：90人、大使館：10人、その他関係者： 一律計上
② 講師経費　

講師謝金　 円 × 時間 = 0
航空運賃 250,000 円 × 1 式 = 250,000 羽田⇔北京 国際航空券
旅費（日当・宿泊料・国内交通費） 円 × 1 式 = 0

③ 資材備品等購入費 3,000 円 × 1 式 = 3,000 一律計上
④ コーディネーター経費(通訳) 円 × 1 日 = 0
(8)　小計 0

　　業務実施経費　計 0
2.人件費

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

※等級ごとに記載 円 × 時間 = 0

　　人件費　計 0
3.管理費

一般管理費（●%） 0
業務実施経費から国際航空券を除いた額の
●％

　　管理費　計 0

4.総計（税抜） 0

　　5.消費税 0

　　6.総計（税込） 0
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